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   議事日程第３号      第２回定例会 

   令和８年６月５日（金）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第３号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○柏倉信一議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  この際、古沢清志議員より発言訂正の申出が

ありますので、これを許可します。古沢議員。 

○古沢清志議員 先日の私の一般質問の通告番号

６番（４）今後、利用を検討しているメニュー

についての質問中、「また、今回の補正予算も

100兆円とお聞きしまして、非常に大きいお金

が動くのだなということをつくづく感じました

ので」という発言を、「また、今回の補正予算

も３兆円とお聞きしまして、非常に大きいお金

が動くのだなということをつくづく感じました

ので」に訂正させていただきます。よろしくお

願いいたします。 

○柏倉信一議長 本日の会議は、議事日程第３号

によって進めてまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○柏倉信一議長 日程第１、引き続き一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。 

 

 一般質問通告書 

 令和８年６月５日（金）                         （第２回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１１ 

 

 

 

 

 

 

聴覚に障がいのあ

る人もない人も幸

せを実感し、共に

生きるまちづくり

について 

 

 

（１）「手話に関する施策の推進に関す

る法律」に基づく環境づくりのため

の現状と課題について 

  ア 聴覚障がい者の状況 

  イ 手話教室など手話言語取得の支

援 

  ウ 公共施設への手話通訳者の配置

９番 

渡 邉 賢 一 

 

市 長 

教 育 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さがえ未来コン

ソーシアムについ

て 

及び大規模イベントへの派遣 

  エ 手話通訳士等人材確保 

  オ 災害時の情報提供と避難誘導 

  カ 広報誌紙等への掲載の配慮 

  キ 乳幼児期からの手話経験の機会 

  ク 児童生徒の学習機会 

（２）将来都市像「さくらんぼと幸せ実

る 夢育むまち 寒河江」の着実な実

現に向けた「手話言語条例」制定に

ついて 

  ア 先進自治体の状況 

  イ 条例制定に向けたこれまでの検

討結果 

（１）収支決算及び監査結果の公表につ

いて 

（２）持続可能な運営に向けた財政面の

支援について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教 育 長 

 

１３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１４ 

農村ＲＭＯと地域

カルテを活かした

地域づくりの具体

化について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥獣被害防止と捕

獲後処理体制の広

域的な再構築につ

（１）農村型地域運営組織（農村ＲＭ

Ｏ）の位置付けと支援の方向性につ

いて 

  ア 農村ＲＭＯ・地域運営組織と今

後の位置付けについて 

  イ 具体的な支援策について 

（２）地域カルテの活用と見える化につ

いて 

  ア 地域カルテの活用 

  イ 地域カルテと予算・事業との連

動 

（３）協力隊・集落支援員・コミュニテ

ィ補助金の一体運用について 

  ア 協力隊・集落支援員・コミュニ

ティ補助金の一体的な活用 

  イ 人材育成と出口戦略 

（１）鳥獣被害の現状と計画の検証 

  ア 本市における鳥獣被害の現状と

計画の検証について 

２番 

佐 藤 政 人 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

いて   イ 現場の声の反映について 

（２）捕獲後処理とクリーンセンター・

広域連携 

  ア 捕獲後処理とクリーンセンター

・広域連携について 

  イ 財政負担と費用対効果について 

（３）有効活用（ジビエ・皮革）と地域

づくりとの接点 

  ア 捕獲鳥獣の有効活用について 

  イ 地域づくりとの接点について 

１５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６ 

 

公営競技場外車券

売場への業態変更

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

源泉老朽化による

湯量低下問題への

（１）市の基本的な認識（姿勢）につい

て 

  ア 本事業は民間企業によるもので

あると認識しつつも、施設が市内

に所在することから、市としてど

のように認識しているか。 

  イ 本事業の地域への影響（治安、

交通、青少年環境等）をどのよう

に考えているか。 

  ウ 事業者が災害時の一時避難所と

しての場所提供を表明しているこ

とについて、市としてどのように

受け止めているか。 

（２）住民説明・同意取得プロセスに対

する市の見解について 

  ア 現時点で、地域住民から本事業

に対する不安や反対の声は市に寄

せられているか。また、今後寄せ

られた場合、市は事業者にどのよ

うな対応を求める考えか。 

  イ 警察署の施設詰所設置につい

て、市としてどのように評価し、

住民へどのように説明する考え

か。 

（１）源泉の現状と見通しについて 

  ア このたびの湯量低下における現

４番 

児 玉   崇 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

 



 - 75 - 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７ 

対応と今後の計画

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民浴場の持続可

能な運営体制につ

いて 

在の湧出状況 

  イ 市民浴場が臨時休業となった頻

度と、臨時休業となった場合の営

業再開までの日数はどの程度要し

たか。 

（２）掘削までの間の対応について 

  ア 源泉の湯量変動に伴う市民浴場

の臨時休業が発生しているが、市

民への周知体制はどのように対応

していくか。 

  イ 新寒河江温泉源泉や市民浴場の

所管課の事務負荷増への対応策 

（３）今後のスケジュールについて 

  ア 新温泉掘削候補地調査の現時点

での進捗状況 

  イ 源泉掘削に向けた今後の手続き

の流れ（審議会・認可申請・議会

議決・入札・工事等）と、それぞ

れに要する期間 

（１）指定管理者制度の見直しを踏まえ

た検証について 

（２）今後の運営体制と収支改善策につ

いて 

  ア 現在の管理者である市は、より

正常な運営に向けて業務委託先と

どのように連携していくか。 

  イ 現行の料金設定は適正か。持続

可能性の観点から見直しの余地は

ないか。 

  ウ このまま赤字構造が続けば、市

の財政を逼迫させる懸念がある

が、市としてどのように認識して

いるか。 

  エ 中長期的な収支改善の具体的な

方策は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１８ 

 

教育問題 （１）本市児童生徒の体力・運動能力の

状況 

（２）本市における特別支援学級の整備

状況 

１５番 

荒 木 春 吉 

 

教 育 長 

 

 ※表内の文字表記は実際の通告書に基づき掲載しております。 

 

 

渡邉賢一議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号11番、12番について、

９番渡邉賢一議員。 

○渡邉賢一議員 立憲民主党、渡邉賢一でありま

す。２日目のトップバッターで御質問させてい

ただきます。 

  まず、さくらんぼが久しぶりにたわわに実る

初夏を迎えました。豊作とはなりましたけれど

も、素直に喜べないということが、農家の皆さ

んからうれしい悲鳴という形で上げられていま

す。先日の強風被害、あと急に豊作になったと

いうことで、人がなかなか探せない、人材不足、

あとは資材の高騰、人件費の高騰などで、本当

に大丈夫なのかという、見通せないという方々

が多くいらっしゃいます。ぜひそういったこと

も含めてですね、緊急対応していただければあ

りがたいと思います。 

  さて、先日開催されました第50回“さがえ”

さくらんぼマラソンには全国各地から4,456人

がエントリーし、初夏の寒河江路を爽やかな風

となって駆け抜けられました。50回を記念し、

今年の箱根駅伝で青山学院大を３連覇に導いた

黒田朝日選手、現在ＧＭＯインターネットグ

ループの実業団所属ですけれども、同大の陸上

競技部の原 晋監督と陸上競技部のメンバーが

ゲストで大会を大いに盛り上げていただきまし

た。 

  参加者からは「50年の歴史ある大会に参加で

きて大変よかった」「特に50回のロゴ入りＴシ

ャツのモスグリーンはすごくすてき」「来年も

また参加したいです」というふうに大評判でご

ざいました。お伝えしたいと思います。 

  また、今回の開会セレモニーでは、手話通訳

者として齋藤市長の由佳夫人が派遣されまして、

聴覚に障がいを持った方々にも丁寧に通訳して

いる様子がテレビニュースにも流れました。市

長も10キロ完走され、記憶に残るすばらしい大

会になったと存じます。これからも、他の市民

マラソンの追随を許さない、そしてスポーツ振

興のみならず、さくらんぼ農業の振興の象徴、

平和社会の象徴として、次の50年の第一歩を踏

み出していただきたいと祈念するわけでござい

ます。 

  早速質問に入ります。 

  最初に、通告番号11番、聴覚に障がいのある

人もない人も幸せを実感し、共に生きるまちづ

くりについてでございます。 

  １つ目が、手話に関する施策の推進に関する

法律、手話言語法と略称言われる、これに基づ

く環境づくりのための現状と課題について御質

問させていただきます。 

  まず初めに、昨年６月に制定されたこの法律

ですけれども、その背景を簡単に申し上げます。 

  2006年の国際連合総会において、障害者の権

利に関する条約が採択されたことを受け、我が

国では2011年に障害者基本法の改正が行われま

した。手話が言語に含まれる旨定義され、その

後、地方公共団体において手話の普及や理解の

増進等を目的とする条例を制定する動きが全国

に広がりまして、国においても手話に関する施
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策の総合的推進が求められていると明記されて

いるのでございます。 

  次に、この法律の内容ですが、手話がこれを

使用する者にとって日常生活及び社会生活を営

む上で、言語その他の重要な意思疎通のための

手段であることに鑑み、手話に関する施策を総

合的に推進するため、手話に関する施策に関し、

基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務を

明らかにするとともに、手話に関する施策の基

本となる事項を定めるものです。 

  そこで、私も４月から本市の手話教室に入会

させていただき、毎週木曜日の夜間、昨日もあ

ったわけですが、18名の受講者と共に勉強させ

ていただいております。今回の一般質問のため

に聾者の団体やサークルの皆さんの切実な声も

お伺いしてきました。申し上げます。 

  １つ目は、聾者や難聴者、聞こえにくい人た

ちへの理解が足りていないのではないか。 

  ２つ目、手話、イコール、言語という認識が

薄い。 

  ３つ目、手話通訳士の派遣を依頼する際、手

続が面倒。 

  ４つ目、手話通訳士そのものが少ない。 

  ５つ目、手話教室の受講者は増えているので

すけれども、先生の負担が大きいなどです。 

  一方で、先日配付になりました第７次寒河江

市振興計画の中で、聴覚障がいとか手話言語の

記載が全くありませんでした。資料編を見ても、

団体などからの意見集約の結果などがなく、障

がい者福祉の充実について、大変残念ながら欠

落していると言わざるを得ません。 

  そこで、私ども議会の状況なのですけれども、

昨年、議会運営委員会の行政視察の先進地とし

て東京都港区議会を訪れ、手話同時通訳や議会

での文字変換、即変換によるインターネット配

信など勉強させていただきましたが、議会の中

でもまだ議論を始めたばかりであります。 

  それでは、各項目に沿って質問しますけれど

も、聴覚障がい者の状況についてです。現在、

市内には聴覚障がいをお持ちの方がどれくらい

いらっしゃるのかについてお尋ねします。 

  今年３月に出されました第５次障害者基本計

画の障がいのある人の状況では、聴覚平衡障が

いの障がい者数は2024年度末で合計152人とな

っておりました。障害者手帳の等級別もその中

に記載されておりましたけれども、市長から直

近の状況についてお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 おはようございます。 

  ただいま渡邉賢一議員から、聴覚障がい者の

状況について御質問いただきました。 

  本市の聴覚障がいを主な障がいとした身体障

害者手帳を所持している方は、令和７年度末現

在で147名であります。障害等級の内訳は、障

がいの重い方から、１級が９名、２級が19名、

３級が21名、４級が37名、５級がゼロ名、６級

が61名となっております。 

  年代ごとの内訳は、10歳未満が１名、10代は

ゼロ名、20代が１名、30代が３名、40代が４名、

50代が６名、60代が17名、70代が20名、80代が

51名、90代が44名で、60歳以上の方が占める割

合が89.8％となっております。 

  また、聴覚障がい者のうち手話を使う方は、

現在把握しているところでは16名となっており

ます。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 60歳以上が89％、約９割という

ことですけれども、聞こえにくいとか、御高齢

になって耳が遠くなるというのは、やっぱり老

化現象というか、それは仕方ないことだと思う

ので、10％の方々の声というか、そこに焦点を

当てて、高齢者福祉ももちろん大事なのですけ

れども、障がい者の部分についてだというふう

に私も思っています。 

  さて、12年前に遠藤智与子議員が６月議会、

６月６日の一般質問の中でもいろいろ質問させ
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ていただいていたところ、議事録で拾ったので

すけれども、やはり高齢者の方が非常に割合が

多いということで、状況は変わっていないと思

います。 

  さて、次の手話教室など手話言語取得の支援

ということで、この法律の第６条、本人家族及

び市民への支援という項目についてでございま

す。 

  先ほど申し上げたとおり、手話教室は本市で

は４月２日から12月17日までの長期間になるわ

けですけれども、ハートフルセンターの２階、

視聴覚ルームで週１回、37週にわたって昼の部、

夜の部があって、これが開催されています。テ

キスト代が3,000円、受講料4,000円と合わせて

合計7,000円前納しなければならないという、

負担となっております。私も先ほど申し上げた

とおり、妻と共に受講させていただいておりま

すが、陵南中の２年生から年配者、私が多分年

長のかなり上のほうなのですけれども、老若男

女で18名が手話言語取得に今頑張っているとこ

ろです。 

  市民が気軽に基礎的な手話を学ぶ環境、受講

できる状況とは言い難いのではないかと最初思

いました。特に負担額の支援というところがこ

の法律でも明記されているわけでありまして、

この法律の趣旨から、本人、家族は特に無償化

すべきではないかと感じたところであります。

手話言語取得への支援について市長の御所見を

お伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 手話教室など手話言語取得に対

する支援について御質問いただきました。 

  手話に触れ、さらには聴覚障がい者の日常生

活上におけるコミュニケーションを支援するた

めに、寒河江市では平成12年度から手話教室を

毎年実施しております。昨年度までに延べ615

名の方が受講しておりまして、今年度は23名の

方が受講されているということであります。 

  この手話教室は、寒河江市手話教室運営委員

会に委託する形で実施しておりまして、渡邉議

員のおっしゃるとおり、受講者からはテキスト

代として3,000円、受講料として4,000円を御負

担いただいて運営しております。 

  この受講者の負担金については、近隣の状況

を見てみますと、山形市や東根市などテキスト

代のみの実費を受講者に負担いただいていると

ころもあるとお伺いしております。気軽に手話

に触れる機会を確保し、手話の習得や手話への

関心を深めるため、受講者の負担金軽減の検討

を、手話教室運営委員会と協議の上、進めてま

いりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 冒頭からうれしい御答弁ありが

とうございます。 

  聾者の皆さんは、少数かもしれませんけれど

も、手話の指導者からは、手話教室を卒業した

生徒の受皿がないので、２年目以降、特に中級

者向けで応用力をもっと身につけたいという方

への新たな学びの場というものが要望されてい

ます。交流の場というのも、今現在、お昼の手

話サークルスマイル、あと夜の部のかがやきと

いう２つがあるそうなのですけれども、さらに

少人数でスキルアップできるような教室や中級

者のサークルの要望について出されております

けれども、市長の御所見をお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 手話教室受講修了後の受皿につ

いてでありますけれども、現在寒河江市が行う

手話教室というのは、手話の普及を目的として

おりますので、講座内容は気軽に手話に触れ、

手話を始められるようにと入門と基礎を学ぶも

のとなっております。 

  議員のおっしゃるとおり、手話教室受講修了

後、初級や中級者向けの講座というのは設定さ

れていないという状況です。手話教室運営委員

会からは、応用力や対応力を身につけるため、
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講座の内容の見直しや拡充が必要という意見を

いただいているということです。手話教室講座

の拡充につきましては、受講者や運営委員会と

協議の上、検討してまいりたいと考えておりま

す。 

  また、交流の場ということでありますが、現

在市内では、議員からもありましたけれども、

スマイルとかがやきという２つの手話サークル

が活動中でありまして、会員は随時募集してい

るということです。手話教室で基礎を習得した

後に、こういったサークルに参加していただい

て、手話を通した交流を深めながら、手話のス

キルアップも図っていただければと思っており

ます。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 昨夜の講座内容は自己紹介でご

ざいました。若干やってみたいと思います。 

  （手話を行いながら）私の名前は、わた、な

べ、けん、いち、です。寒河江、市議会議員を

しています。さくらんぼ、農家も、しています。 

  なんていうことで、コミュニケーションの手

段としては、本当になかなか体得するのは難し

いのですけれども、朝４時起きで９時には寝な

くてはならない農家の１人としては、眠い目を

こすりながら、本当に先生方の熱意ある指導に

応えられて、今やったような手話も身につける

ことができました。そんなことで、そういう手

話についてもっともっと広げるべきだと考えま

す。その意味でも次の質問です。 

  公共施設への手話通訳者の配置、大規模イベ

ントへの派遣、これは第12条、手話文化の保存、

継承、発展、文化芸術活動やスポーツレクリ

エーションでの手話ということが明記されてい

るのでございます。 

  冒頭、手話通訳士の齋藤由佳さんの例も出さ

せていただきましたけれども、これまでの実績、

手話通訳士への派遣料、手話教室への講師料に

ついては、今現在どの程度なのかお伺いしたい

と思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 手話を使用して聴覚障がい者を

支援する専門職について、まず最初に御説明さ

せていただきます。 

  国家資格を有する手話通訳士、そして認定試

験等に合格することで資格を得られる手話通訳

者、そして厚生労働省が定めた養成カリキュラ

ムを修了した手話奉仕員というのがございまし

て、聴覚障がい者及び音声または言語機能障が

い者の日常生活や社会生活における円滑な意思

疎通の手段を確保するため、福祉国保課生活福

祉係には手話通訳者１名を配置しているところ

であります。 

  配置している手話通訳者は、聴覚障がい者が

福祉関係の各種手続を行う際に支援するほか、

福祉部署以外の市の部署においても、手続や相

談の際に支援を行っております。 

  また、大規模イベントへの手話通訳者等派遣

につきましては、寒河江市福祉と健康フェア、

そして議員からも御紹介いただきましたけれど

も、“さがえ”さくらんぼマラソン、ツール・

ド・さくらんぼ、神輿の祭典等の式典や講演会

へ、要望に応じる形で派遣しているところであ

ります。 

  派遣料についてでありますが、福祉国保課に

設置している手話通訳者へは、会計年度任用職

員として報酬をお支払いしております。また、

各イベント等への１時間当たりの派遣料は、手

話通訳士と手話通訳者が1,440円、手話奉仕員

が1,320円となっております。 

  手話教室の講師料は、手話教室運営委員会に

おいて決定しておりますが、その年の受講者数

によって変動がございます。昨年度の実績では、

講師１人当たりの１回の講座で3,150円となっ

ております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ありがとうございます。 
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  団体のほうから要望があると思うのですけれ

ども、手話で言うと（手話を行いながら）安過

ぎるという手話です。この派遣料、講師料とい

うものが、まだまだ足りていないというか、実

労働に見合っていないのではないかという声も

上がっております。こうした派遣料、講師料に

ついてもっと引き上げることはできないか、市

長にお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 意思疎通支援派遣料につきまし

ては、昨年度までは手話通訳士と手話通訳者が

1,200円、手話奉仕員が1,000円となっておりま

したが、近隣の状況を調査しまして、その結果

を踏まえて引上げを行ったところであります。 

  引上げ後の派遣料につきましては、先ほど御

説明したとおり、手話通訳士と手話通訳者は１

時間当たり1,440円、手話奉仕員は１時間当た

り1,320円としております。人件費の高騰や近

隣の状況を踏まえまして、今後も随時見直しを

検討してまいりたいと考えております。 

  また、手話教室の講師料につきましては、先

ほどの受講料の件と併せまして、手話教室運営

委員会と協議、検討してまいりたいと考えてお

ります。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 手話教室の講師については、夜

間に及ぶものですから、そこから９時過ぎに撤

収して帰るとなると、やっぱり９時半、10時に

なるわけですよね。家に帰ってから、またさら

に時間がかかるということなどもありまして、

ぜひそうしたところも含めて、引上げに向けて、

さらに最大限の御努力をお願いしたいと思いま

す。 

  続いて、手話通訳士等の人材確保についてで

ございます。これは第15条に明記されているの

でございます。 

  国家試験の高難易度ということで、5,000人

に１人とかというお話も聞いています。実際は

どうなのか分かりません。けれども、この国家

資格を得るためには、なかなかの登竜門という

ことになっていまして、そうした人材というの

は、現在どれくらいいらっしゃるのか、そうい

った今の状況についてお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 手話通訳士等の状況について、

令和８年４月１日現在で、山形県に登録してい

る方でありますが、手話通訳士が11名、手話通

訳者が28名、手話奉仕員が１名となっておりま

す。当市に登録いただいている方というのは、

手話通訳士が５名、手話通訳者が８名、手話奉

仕員が１名となっております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 先ほども申し上げましたけれど

も、聾者のニーズに応えるためには、まだまだ

人材が確保されていないのではないかという声

が上がっています。特に公共施設とか公共イベ

ントに派遣や配置するためには、さらに増員を

していく必要があるのではないかと思います。 

  手話教室を経て、さらにステップアップした

市民や市内に通勤されている他市町村の皆さん

からも、ぜひ登録してもらえるように努力すべ

きだと思いますが、市長の御所見をお伺いしま

す。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 現在のところ、手話通訳士等の

人員不足によって、派遣要請に応じられないと

いったような事案は発生しておりません。しか

しながら、今後の手話の普及を進め、手話を身

近なものとしていくためには、今以上に派遣要

請に応えられるような体制をつくっていかなけ

ればならないと考えております。 

  寒河江市手話教室の講座は、厚生労働省が定

めた手話奉仕員養成カリキュラムに準拠した内

容となっておりますので、今後も継続して手話

教室を実施しまして、講座内容の拡充を検討す

るとともに、手話の普及、手話奉仕員の養成を
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推進する必要があると考えております。 

  さらには、手話サークルにおいて聴覚障がい

者に対する理解を深めていただいた上で、派遣

ニーズの高い手話通訳者の認定を受けることを

目指していただきたいというふうに考えます。 

  市といたしましても、このような意識の高ま

りを後押しするような、そんな施策を検討して

まいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ありがとうございます。後でま

たこれに関連した質問も準備しておりますので、

そこでもまたお答えいただきたいと思います。 

  次に、災害時の情報提供と避難誘導というこ

とで、第10条、地域における生活環境の整備、

ハード面、ソフト面のそうした整備についてで

あります。 

  12年前、佐藤洋樹市長の御答弁を拾っていま

す。災害時はどうするのだということについて

は、手話通訳者の方の携帯メールで問合せに応

じたり、一斉の情報を得るなどということで対

応してきたと。緊急速報エリアメールの活用を、

これからさらに対応していく必要があるのだと。

もう一つ、災害時の要支援者支援プランの台帳

への登録ということで、そういったものも進め

ているのだという状況がありました。 

  聴覚障がい者は、行政防災無線が今度リニ

ューアルされるとか、エリアメールがさらに、

今もそうですけれども、発信されるという、こ

うした音が聞こえません。昨日の手話教室の中

でも、インターフォンが聞こえないので、振動

するものとか、光を室内に置いておかないと、

来客が分からないというふうな今の生活の状況

であります。そうしたときに地震が起きたり、

風水害など、今いつどこでどんな状況になるか

分からないわけですので、命を守るための情報

伝達、避難誘導について、現在はどのような状

況になっているかお尋ねしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 まず、災害時の情報提供という

ことに関しましては、現在のところ、聴覚障が

い者の方に限らずということになりますが、防

災行政無線による音声放送、緊急速報のエリア

メールや、全国的なシステムである災害情報共

有システム、Ｌアラート、テレビ画面に直接Ｌ

型に表示するものでありますけれども、これに

直接表示するということのほか、寒河江市によ

るサービスで、事前登録制のすぐメールＰｌｕ

ｓ、Ｘとかフェイスブック、ＬＩＮＥ、メール

などがあるわけであります。12年前の情報提供

媒体と比較いたしますと、すぐメールＰｌｕｓ

というものが新たに加えられたということであ

ります。 

  また、今後の取組となりますが、今年から実

施する防災行政無線の更新工事においては、屋

外スピーカーを使用しての音声放送のみならず、

スマートフォンを利用して、目視で文字情報と

して確認できるような仕組みの導入を進めてい

るところでありますので、聴覚障がい者の方に

対しても情報伝達を可能とする手段が新たに一

つ加わることとなります。 

  次に、避難誘導についてでありますが、身体

障がい者の方や要介護者、独り暮らし高齢者の

方など福祉的な配慮を要する方、いわゆる要配

慮者の方については、一人一人の生活状況を踏

まえて個別避難計画を立てておりまして、有事

の際にはこの計画に基づいた避難支援を行うこ

ととしております。 

  この個別避難計画については、従前の災害時

要援護者避難支援プランの取組を引き継ぐもの

となっておりまして、緊急時における連絡先や

避難誘導に当たる協力者を、必要に応じて記載

していただいておりまして、事前に地域の自主

防災組織等に情報共有を行うことで、有事の際

の速やかな避難行動につなげられるよう、体制

の整備を図っているところでございます。 

  なお、実際に避難誘導訓練を実施してみるこ
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とが有事の際に役に立つと考えておりますので、

自主防災組織の方々に対しましては、要配慮者

の方との避難訓練実施に関する働きかけを行っ

てまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 これは学校などでも、後で出て

きますけれども、目隠ししたり、目が見えない

方になってもらったり、あとヘッドホンで耳の

聞こえない方になっていただいたりして避難誘

導するという、自主防災組織のさらなるスキル

アップなどが本当に求められていると思います。

遠くから要支援者に向けて支援者が来ても、も

う手後れなんていうことにもなりかねない。や

っぱり時間が刻一刻と迫っていたりする場合は、

ぜひそこは近くの住民の皆さん、地域の皆さん

からの協力が不可欠ですので、そこをぜひ求め

ていただきたいなというふうに、切に要望した

いと思います。 

  次に、広報誌紙等への掲載の配慮についてで

す。これは、先ほど言った第13条の国民の理解

と関心の増進というところに明記されているの

でございます。 

  これは、質問というより、団体やサークルか

らの要望になりますけれども、手話教室や手話

サークルの様子など、ぜひ市報で特集していた

だいて、もっと紹介していただきたい、紹介す

べきというふうな声、あと簡単な挨拶程度の手

話を掲載して、市民の関心を高めるべきじゃな

いか。イラストだけでなく、ＳＮＳの動画で紹

介をしていただきたい。募集や催物の案内に、

電話番号だけでなくて、ファクス番号を掲載し

ていただきたいというものでございました。そ

ういった点につきまして、市長の御所見をお伺

いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 手話教室や手話サークルのほか、

簡単な手話を市報に掲載していただきたいとい

うような要望でありますが、令和７年１月合併

号では手話サークルの紹介を、そしてまた本日

発行の６月５日号の市報には、手話サークルの

会員募集について掲載しておりますが、引き続

き様々な機会を捉えて広報していきたいと考え

ております。 

  なお、毎年、手話サークルの会員募集や手話

教室の参加者募集については、広報紙へ掲載し

ているところであります。 

  現在、市報については、裏表紙の電話番号欄

にファクス番号を併記しているほか、項目によ

っては二次元コードを添付して、詳細な内容を

スマートフォンで確認できるようにしておりま

す。また、ホームページについても、市のファ

クス番号やメールアドレスを表示して、聴覚障

がい者の方々が音声会話以外の連絡手段も取れ

るように配慮しているところであります。 

  今後も改善を進めながら、聴覚障がい者を含

めた身体に障がいを持つあらゆる皆さんにとっ

てアクセスしやすい広報、そして皆さんの活動

が伝わるような、そんな広報にしていきたいと

考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ありがとうございます。 

  現在、様々な市内の団体がありますけれども、

こうした二次元コードの活用というものは、最

近、本当に普通になってきましたので、そうい

ったものをぜひこれからも配慮していただきた

いなというふうに思います。 

  次に、乳幼児期からの手話経験の機会、これ

も第13条と同時なのですけれども、ぜひ幼児教

育の場での配慮についても、ここで御質問させ

ていただきます。 

  こども誰でもいつでも一時預かりできる市立

なか保育所については、手話のできる保育士さ

んはいらっしゃるのかどうかと、子供たちが障

がいを理解できるよう、また子供の時期から英

語で遊ぼうのような、そうしたプログラムに手

話を体験できる機会をつくっていただきたいと
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いう要望であります。保育所、幼稚園などもそ

うですけれども、ＣＬＡＡＰＩＮ ＳＡＧＡＥ

でも手話体験講座などを企画していただき、乳

幼児の時期から偏見とかなく、ボーダーレス、

そうした社会にしていただきたいと思っており

ますが、市長の御所見をお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 市立なか保育所に手話のできる

保育士はいるのかどうかというような御質問で

ありましたが、なか保育所にはいないというこ

とでありますが、市立保育所ではたかまつ保育

所に手話サークルかがやきで活動している保育

士がおりまして、手話を使った保育というもの

を行っております。 

  手話を活用した保育を行う際には、目の見え

ない人とか、耳が聞こえない人などいろんな人

がいるのだということを伝えて、実際に簡単な

挨拶や自己紹介を手話でして見せて、興味関心

を持ってもらって、自分の名前を手話で表現し

てみたいというような、子供にはそれを教えて

一緒に練習するといった取組をしているという

ことであります。 

  また、歌に手話を取り入れた手話歌というも

のなのですが、これを練習して、保護者参観時

にお披露目するなどということもしているとい

うことであります。 

  こういった思いから、みんな違うけれども、

みんないいところがあるのだよということを子

供たちに理解してほしいという思いがあって、

手話を取り入れた保育を行っているということ

であります。 

  この保育士の影響を受けた形で、ほかの保育

士の方も手話歌を教えるということなどをして

おりまして、少しずつではありますが、市立保

育所でありますとか、民間の保育施設など、保

育現場で手話を学ぶ機会というものが広がって

いるとお聞きしております。 

  議員から御質問にありました、ＣＬＡＡＰＩ

Ｎ ＳＡＧＡＥでの手話体験講座でありますが、

児童発達支援事業所や放課後等デイサービスに

通所する団体の利用というものが増えておりま

すので、実施について、運営する指定管理者側

と検討してまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 もう一つ、私の下手な手話でい

くと、「さくらんぼ、おいしい」「寒河江、大好

き」、この２つだけでも手話でできるのです。

やっぱりコミュニケーション取る中で、これが

私は一丁目一番地じゃない、イの一番の手話な

んじゃないかなというふうに感じました。 

  さて、最後に児童生徒の学習機会について教

育長にお尋ねします。これは、第７条において、

学校での手話教育推進というのが明記されてい

るのでございます。 

  まず１つ目、小中学校で障がいについての学

習の状況、特に障がいを持つ児童生徒へのいじ

め、偏見や差別をなくす教育について、現在ど

のように進めておられるのか、現状についてお

伺いします。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 おはようございます。 

  先ほど来、渡邉議員のお話に出ております、

2006年に国連で採択された障害者の権利に関す

る条約に基づき、日本ではインクルーシブ教育

システムの構築が進められてきました。 

  インクルーシブ教育システムというのは、障

がいのある人と障がいのない人が共に学ぶ仕組

みのことで、障がいのある人が排除されないこ

とを求めるものです。 

  山形県では、令和５年度から第４次山形県特

別支援教育推進プランを掲げておりまして、イ

ンクルーシブ教育システムへの理解を促進し、

共生社会の形成と障がいのある子供の自立と社

会参加を目指すことになお一層力を入れており

ます。 

  寒河江市内の小中学校でも、この４次プラン



 - 84 - 

の考え方の下に、障がいのある子と障がいのな

い子を区別せず、共に学習したり活動したりす

る機会が設けられてきております。 

  保健体育の時間には、パラリンピックやデフ

リンピックを題材に、スポーツを通して障がい

のある方との交流について学び、障がいに対す

る理解を深める学習も行われています。 

  また、障がいについての理解を深めるために、

市の福祉協議会の出前講座として、ブラインド

ウオーク等の体験を行っている学校もあります。 

ブラインドウオークというのは、２人１組とな

って、１人がアイマスクをつけ、もう１人の肩

に手を置いて歩くという視聴覚障がいの疑似体

験です。この活動は、視覚に障がいのあること

の困難さや、補助をしてくれる人との信頼関係

の大切さを理解することを狙いとして行われて

おります。 

  さらに、第３次寒河江市教育振興計画にも掲

げておりますように、各学校では特別の教科、

道徳の時間を要とし、学校における教育活動全

体を通した道徳活動の充実を図りながら、児童

生徒に思いやりの心を育むことに力を入れてい

ます。例えば６年生の道徳の教科書には、聴覚

に障がいを持つ両親への思いを描いた教材が掲

載されています。これはとても心が揺さぶられ

るものでありまして、このような教材を活用し、

家族への思い、障がいのある人もない人も共に

生きられる共生社会の実現、いじめや差別のな

い社会をつくるために自分はどんな行動を取っ

ていきたいかなど、児童生徒がじっくりと考え、

議論する機会を設けることはとても大切なこと

だと思います。こうした実践の積み重ねが、子

供たちにいじめや差別は絶対やっていけないと

いう正しい判断力を育み、思いやりの心を醸成

するものと考えます。 

  今後も、いじめや差別のない社会、そして共

生社会の実現について、当事者意識と責任感を

持って自分事として考える学習が積み重なって

いくように、校長会や事業研究会などの機会に

各学校へ指導していきたいと考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ただいま御答弁あった積み重ね

ですね、本当に一朝一夕にそうしたものが得ら

れるかというのはないと思います。ですから、

ぜひ継続をしていただきたいと思います。その

機会をまた増やしていただきたいと思います。 

  その関連でもう一つ、外国語の授業と同様に、

授業や活動で手話言語を学ぶ機会をつくるべき

だという声が上がっています。９月23日が手話

の日というふうに、世界中で手話の日となって

いまして、そこから１週間が手話言語週間とい

うことで、手話教育推進に最も適した時期では

ないかと思いますし、教材なども先ほど御紹介

ありましたけれども、今後の手話教育推進に向

けたお考えを教育長にお伺いします。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 例えば、これは小学校の教

科書なのですけれども、小学校の国語の教科書

には、こういうふうに手話を扱う教材が掲載さ

れています。本市で採択している５年生の国語

の教科書なのですけれども、点字や手話の仕組

み、指文字などが紹介されておりまして、手話

は聴覚に障がいのある人が自分の考えや気持ち

を表したり、人とのコミュニケーションを取っ

たりする方法の一つであると記されております。

この教材での学習は、聴覚障がい者に対する理

解を深めることや、言葉による伝え合いの多様

性について気づくことを狙いとしております。 

  さらに、音楽の時間や学級の時間などに、振

動や視覚的な表現を通してリズムや音楽の楽し

さを感じることを目的として、手話を使って歌

う活動を行っている学校もあります。この活動

も聴覚障がい者に対する理解やコミュニケーシ

ョンの手段である手話に対して親しみを持つこ

とにつながるものと思われます。 

  このように、障がいを持つ児童生徒への配慮



 - 85 - 

や手話に対する認識を広げるために、様々な教

材や学習活動が工夫されているところです。 

  手話は、聴覚に障がいのある方々とのコミュ

ニケーションの手段であるとともに、手話につ

いて学ぶことは、障がいのある多様な方々への

理解を深め、共生社会の実現について考えるき

っかけともなる大変意義のあることであると思

います。教育委員会においても、各学校に対し

て、先ほど議員からありました、手話に関する

施策の推進に関する法律について御説明をし、

手話に触れる活動等の実施や、そうした活動等

を通して、障がいを持つ方々への理解が一層進

んでいくよう、各学校の教育活動を支援してま

いりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 御答弁にありましたとおりだと、

私も同感であります。これこそ人権尊重の教育

以外の何物でもないというふうに思います。 

  そこで、時間もありませんので、次の質問に

入りますけれども、将来都市像「さくらんぼと

幸せ実る 夢育むまち 寒河江」の着実な実現

に向けた手話言語条例の制定についてでござい

ます。 

  先進自治体では、山形県及び新庄市、長井市、

中山町、高畠町など、条例制定等先進的な施策

を進めておられます。自治体とサークル、企業、

学校など様々な団体と連携して動ける環境づく

りというものが、この法律ができて急務だと思

いますが、市長はどのように御認識されている

のか御所見をお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 一般財団法人全日本ろうあ連盟

で公表している手話言語条例マップというもの

を見させていただきますと、令和８年５月時点

で651の自治体で手話言語や障がい者の情報コ

ミュニケーションに関する条例というものが制

定されているということであります。 

  県内においては、ただいま議員がおっしゃっ

たとおり、山形県で山形県手話言語条例が平成

29年に制定されまして、以降、令和３年に中山

町と新庄市、令和６年に長井市と高畠町で制定

されております。 

  また、全国手話言語市区町会事務局のまとめ

によりますと、今後令和９年４月までに全国で

16市が条例を制定する予定としております。県

内でも南陽市が今年度中の制定予定となってい

るということであります。 

  また、長井市や秋田県、千葉県習志野市など

は、手話のほか点字や指文字、字幕など障がい

の特性に合わせた多様な意思伝達手段や情報取

得手段を総合的に対象とした条例というふうに

しているということであります。 

  全国の先進的な取組を見ますと、手話検定支

援、受験者への受験料の助成でありますとか、

災害時における障がい者支援専門ボランティア

の養成、地域のコンビニエンスストアへ筆談や

指さしで会話をするためのコミュニケーション

ボードの設置、さらには本県の酒田市の東北公

益文科大学では、語学科目に日本手話を学ぶ科

目を開講するなど、自治体のみならず、企業や

学校、地域がそれぞれの立場でソフト、ハード

両面からの取組の広がりをしていると感じてお

ります。 

  さらに、昨年度は日本で初めて聴覚障がい者

の国際総合スポーツ大会、デフリンピック東京

大会が開催されまして、手話への関心も高まっ

ていると感じております。 

  また、昨年は聾の母親の下で育った青年の悩

みを、吉沢 亮さんの主演で描かれた映画「ぼ

くが生きてる、ふたつの世界」の上映会という

ことが、本市においても社会福祉協議会の主導

にて開催されております。 

  本市でも全国の自治体、企業、団体、地域団

体などのこうした機運の高まりを踏まえまして、

これまでより一歩踏み出した施策展開について

考えていかなければならないと認識しておりま
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す。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 そこでなのですけれども、10年

前に、遠藤智与子議員の質問の中で、佐藤洋樹

市長は具体的な施策として、こうした条例につ

いて、啓発を十分進めていくために、条例の制

定については検討を進めていきたいということ

を明言されているのでございます。私はそうし

たことも含め、10年間の検討結果についてお尋

ねしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 平成26年第２回定例会で、手話

言語条例に関する最初の御質問をいただいて以

降、令和４年５月に障害者による情報の取得及

び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関す

る法律の施行、令和６年４月に改正された、障

害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

の施行、令和７年６月に手話に関する施策の推

進に関する法律の施行など、国の法整備が進み

ました。 

  本市においては、手話を含むその他の意思疎

通手段や情報の取得、利用のための手段の確保

と拡大を基本理念の一つとしました、寒河江市

障がいのある人もない人も共に生きるまちづく

り条例というものを令和５年３月に制定してお

ります。 

  また、第３次・第４次寒河江市障がい者基本

計画を策定しまして、手話をはじめとする障が

いの特性に合わせたコミュニケーション支援の

充実に取り組んでまいりました。 

  さらに、今年３月に策定しました第５次寒河

江市障がい者基本計画では、コミュニケーショ

ン支援の推進の取組としまして、手話をはじめ

とするコミュニケーション支援に向けた条例の

制定の検討を挙げ、令和12年度までの計画期間

において、障害者情報アクセシビリティ・コミ

ュニケーション施策推進法の趣旨に基づく条例

の制定を目標に掲げたところであります。 

  本計画に基づいて、手話をはじめとするコミ

ュニケーション支援に向けた条例の制定に取り

組む考えであります。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 そこでなんですけれども、「さ

くらんぼと幸せ実る 夢育むまち 寒河江」の

ためにも、早期の、令和12年とは言わず、早期

に制定していただいて、施策をさらに前に進め

ていただきたいということで、市長の御決意も

含め、制定目標をいつ頃にされるかお伺いした

いと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 これは単に条例を制定するとい

うことだけで、障がい者のコミュニケーション

を支援する社会環境が整うということにはなら

ないと考えております。 

  条例制定に向けて、障がい者が情報取得のた

めに機器等を利用する際の支援や、防災防犯及

び緊急時の情報取得体制の整備、意思疎通支援

者の確保や養成、障がいの特性に応じた情報取

得への理解や関心を深めるための啓発活動など、

障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーシ

ョン施策推進法における基本的施策に取り組む

体制の充実を図りつつ、障がい者の皆さんと十

分協議した上で、早ければ令和９年度の条例制

定を目指したいと考えております。 

  今後も、障がいの有無にかかわらず、住民一

人一人が互いにその個性を尊重し合い、生き生

きと安心して暮らすことのできる共生社会の実

現に向け、手話をはじめとする障がいの特性に

応じたコミュニケーション支援の充実に引き続

き取り組んでまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 令和９年を目指すという力強い

御決意もいただきました。ぜひこれを前に進め

ていただくために、様々なハードルもあると思

いますけれども、よろしくお願いを申し上げた

いと思います。 
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  さて、時間もありませんので、最後にさがえ

未来コンソーシアムについて教育長にお伺いし

ます。 

  ホームページなどを見ても、収支決算、監査

結果などの公表が見つけられないというふうに

市民のほうからもあります。 

  まず、条例とか規定、規則の根拠について、

あるいは当該団体は指定管理者なのか、委託業

者なのかも含め、中身についてお伺いします。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 さがえ未来コンソーシアム

は、令和４年度にさがえ未来コンソーシアム規

約を策定し、発足したさがえ未来コンソーシア

ムとの委託契約を結び、活動車のリース代、

ホームページの維持管理費などの必要経費を市

より支出しております。 

  また、さがえ少年少女発明クラブについては、

同じくさがえ未来コンソーシアムの一つの事業

と位置づけておりまして、任意団体として同じ

く令和４年に発足し、活動しています。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 それで、この３年間の収支決算

についてでございます。 

  監査の結果、あるいは特に発明クラブについ

ては企業協賛金も得ているということでありま

したので、そうしたものについての効果につい

てお考えをお尋ねします。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 未来コンソーシアムへの市

からの委託金は、活動車のガソリン代等も含め、

令和４年度は141万5,084円、令和５年度は158

万4,898円、令和６年度は146万8,750円、令和

７年度は150万7,952円です。 

  主な活動は、市内の小・中学校が行う職場体

験学習、職業講話、企業・工場見学、課題探究

学習等の調整支援の活動、寒河江市の企業・事

業所やふるさと学習のデータベース化、そして

これらの発信、情報蓄積のためのホームページ

の運営等となっております。 

  なお、この部分については、市の監査を受け

ており、おおむね適正な事務処理がなされてい

るとなっております。 

  また、令和８年度からは、さがえ未来コン

ソーシアム事業運営負担金として90万円を市か

ら支出しておりまして、その金額の中で運営を

しているところです。 

  さがえ少年少女発明クラブについては、１年

目は10月からの発足となりましたので、市の予

算措置をしておりませんでしたが、その後は市

の予算措置もしまして、ほかには全国の発明協

会や県の発明協会からの助成金、それから市内

企業からの協賛金や寄附金等で運営をしている

ところでございます。 

  クラブ運営のために、市の負担金としまして

は、令和５年度100万円、令和６年度、令和７

年度はそれぞれ50万円を支出し、運営しており

ます。 

  なお、監査結果については、公表はしており

ませんが、実施団体内の監査を実施し、事務処

理について適正と認められております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 分かりました。 

  最後の質問の持続可能な運営に向けた財政面

の支援についてでございます。 

  これについては、次代を担うさがえっこを育

む学習プログラムの開発・実践を推進するため

のキャリア教育の充実に対して、さらに財政面

を支援していただきたいと思いますけれども、

教育長の御所見をお伺いします。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 全国で新規学卒者の就職後

３年以内の離職率がすごく高いという状況が続

いています。最近の厚生労働省の発表では、高

卒者で約38％、大卒者で約34％となっておりま

す。これは、労働市場の変化などとも関係する

とは思いますけれども、学校教育と職業生活の
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間の接続に課題があるのではないかというふう

にも言われているところです。 

  そういったことから、小学校段階から発達に

応じた、こういったキャリア教育をしっかりや

っていくということが強く大事であると感じて

おります。 

  そうした中で、仕事の体験とか職場体験、職

業講話などの体験的な学習というのは、とても

大事な学びの核であると思いますし、そうした

体験活動を通して、寒河江にはこんなすばらし

い企業があるのだとか、こんなに頑張っている

人たちがいるのだというふうなことを感じると

いうことは、郷土愛の醸成にもつながると思い

ます。 

  そうしたことを今後とも引き続きやっていく

ためには、財政的な支援が欠かせないわけです

ので、教育委員会としてもいろいろ対応してい

きたいと思いますが、ぜひ御支援をよろしくお

願いしたいと思っております。 

○柏倉信一議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ３割以上の方が離職するという

今の状況を、やはり改善しなければならないと

思います。 

  そうした意味で、予算がまだまだ、教育長、

少な過ぎる、安過ぎると思いますので、しっか

りと財政課も含めて、二役にも申し上げたいの

ですけれども、こうしたところに予算をつぎ込

んでいただいて、人材教育を進めていただきた

いということを切に要望し、私の質問を終わら

せていただきます。どうもありがとうございま

した。 

 

佐藤政人議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号13番、14番について、

２番佐藤政人議員。 

○佐藤政人議員 壮風会、佐藤政人です。 

  今年も本市の主力農産物であるさくらんぼの

収穫時期がやってまいりました。私が高校生だ

った頃は、この時期の気候は梅雨入りの時期で

とても寒かった記憶があります。近年は、５月

中に真夏日になったり、さくらんぼの収穫時期

が異常なくらい高温になったり、とても短くな

ったり、農家の皆様は大変苦労していると思い

ます。また、先日の西日本に被害を出した台風

なども、今後収穫期に接近されてしまっては大

変なことになると心配しております。 

  このように、気候が20年で大きく変わってし

まい、夏が長く、春、秋、冬が短くなっている

状況で、本市のような農業が基幹産業の地域で

は、栽培作物の転換や様々な工夫で生き残って

いかなくてはならない状況であると考えます。 

  しかし、本市でも農業に従事する人の減少が

著しい状況の中で、農地を維持することもでき

なくなってきている中山間地や農村地域は、地

域の維持自体を今後どのように進めていかなけ

ればならないのか、しっかりと考える必要があ

ると思います。 

  通告番号13、農村ＲＭＯと地域カルテを生か

した地域づくりの具体化について質問させてい

ただきます。 

  地域運営組織の位置づけと支援の方向性につ

いて、まず最初にお伺いしたいと思います。 

  地域運営組織――これは一般的にＲＭＯと言

われております――と、農村型地域運営組織、

いわゆる農村ＲＭＯと、今後の位置づけについ

て質問させていただきたいと思います。 

  地域運営組織は、総務省が推進する枠組みで、

地域の暮らしを守るために住民が中心となり、

多様な主体が参加して地域課題解決に取り組む

組織と定義されており、分野は限定されず、福

祉、防災、子育て、まちづくりなど地域生活全

般を対象とするのが特徴となっております。 

  また、農村型地域運営組織、いわゆる農村Ｒ

ＭＯとは、農林水産省が推進する枠組みで、複

数集落の機能を補完しつつ、農用地の保全、農
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業を核とした経済活動、生活支援を行う組織と

定義されています。 

  さて、本市においても人口減少と高齢化が進

む中、これまで地域で担われてきた見守り、防

災、生活支援、農地や環境の保全、地域行事の

継続など、従来どおりの自治会運営だけで支え

ていくことは年々難しくなっています。そのた

め、地域運営組織を単なる任意の活動団体でな

く、地域課題を継続的に受け止め、行政と連携

しながら地域を支える基盤としてどのように位

置づけているのか、地域の主体性を尊重しつつ

支援するという方向性は示されてきたが、その

支援をどこまで展開できているのか確認する必

要があります。 

  そこで、本市の地域運営組織の現状について

市長の認識をお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 地域運営組織と農村型地域運営

組織の位置づけと現状に関する質問をいただき

ました。 

  今、佐藤議員からありましたとおり、地域運

営組織とは、総務省が推進しているもので、地

域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中

心となって形成され、地域内の様々な関係主体

が参画する協議組織が定めた地域運営の指針に

基づいて、地域課題の解決に向けた取組を実践

する組織であります。自治会的な活動にとどま

らず、生活支援や高齢者福祉、子育て支援など

の共助的活動を総合的に行う組織であるとされ

ておりまして、全国では8,000を超える団体が

活動しているとされております。 

  現在、寒河江市においては、ＮＰＯ法人葉山

の里たしろを有する田代地区、ＮＰＯ法人しば

はし地域づくり委員会を有する柴橋地区の２地

域が地域運営組織として活動しているほか、ま

た幸生地区においても、地域運営組織による地

域づくりの取組を目指しているとお聞きしてお

ります。 

  一方、農村型地域運営組織は、農林水産省が

近年提唱しているもので、複数の集落の機能を

補完して、農用地保全活動や農業を核とした経

済活動と併せて、生活支援等地域コミュニテ

ィーの維持に資する取組とされております。こ

れも地域運営組織の一形態であるとされており

まして、令和７年11月時点では、全国で95地区

がモデル形成に取り組んでいるとされておりま

す。 

  いずれにしましても、中山間地の集落をはじ

めとしまして、人口の減少、高齢化が進み、地

域コミュニティーの維持存続が危ぶまれる中に

おいて、地域で暮らす人々や多様な団体の関係

者相互の話合いにより活動が行われる地域運営

組織は、今後ますます重要になってくるもので

ありまして、多様な世代の多様な主体の参加を

促すことで地域活動の幅が広がり、一層の地域

の活性化が期待できると考えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  本市においては、地域運営組織については、

現在のところ２組織、今後１組織増えるという

ようなお話であります。 

  また、農村ＲＭＯについては、県内では、私

の認識しているところでは、酒田のほうに２組

織あると認識しておるところでありますが、や

はり地域運営組織だけでは、もう現状難しいの

かなと。やはり広域でしっかりと手を組んで地

域を守っていくという素地が今後必要になって

くるのかなと考えております。 

  そのような状況の中で、次に具体的な支援策

というのはどのように考えているのかというこ

とをお聞きしたいと思います。 

  基本的な地域運営組織、農村ＲＭＯ向けの支

援は、国、これは農水省の交付金が柱になりま

すが、それを受けて山形県が伴走支援、スター

トアップ補助など、市は関連する営農等のメニ

ューを組み合わせ使うというような構造になっ
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ております。それらを踏まえて、本市における

立ち上げ支援、人材育成、事務局機能の補完、

財政的支援などについて、進んだ点と課題とし

ている点をお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市では、これまで地域活動を

活性化したいという地域からの要望を受けまし

て、地域の実情に詳しく、住民同士の話合いを

促進する人材としての集落支援員、都市部の方

が地域おこし活動に従事すべく地域に住み込ん

で活動する人材としての地域おこし協力隊とい

うように、国の支援制度を活用し、地域に対し

マンパワーの支援を行ってまいりました。 

  また、地域運営組織の主体となる住民の方々

のスキルアップを目指すための研修への参加促

進、先進事例を有する他市町村への視察研修等

を進めてまいりました。そして、地域自らが地

域の課題解決に取り組む場合には、国・県の補

助制度を積極的に活用してきたほか、寒河江市

コミュニティ活性化推進事業等、独自の財政支

援に積極的に取り組んできたところであります。 

  令和７年度からは、地域ビジョン展開事業を

メニューの一部に加え、地域自らが話合いによ

り策定した地域づくり計画に基づいて取り組む

事業に対して、さらなる財政支援を用意してい

るところであります。 

  これまで地域運営組織が形成された地域が取

組を進めてきた点について申し上げますと、ま

ず田代地区においては、特定非営利活動法人が

組織され、廃校舎を活用した多目的交流館であ

る学びの里ＴＡＳＳＨＯの運営を指定管理者と

して運営されている点であります。宿泊事業に

加え、自主事業としての飲食サービスたしろ亭

を運営し、年間を通して多くの利用者が田代地

区を訪れており、コミュニティービジネスを全

国にも先駆けて実践している取組と捉えており

ます。 

  柴橋地区においては、地区公民館をコミュニ

ティセンターに移行し、地域運営組織がその指

定管理者として運営するという、本市としては

初めての試みを実践しているという点が挙げら

れます。今後、コミュニティセンターを舞台に、

住民主体の地域づくりが一層進展していくので

はないかと期待しているところであります。 

  一方、課題として考えられる点を申し上げま

すと、どちらも60歳より上の年齢層の方が地域

運営組織の主たる運営を担っておりまして、若

年層のスタッフが非常に少ないことから、今後、

将来の担い手をいかに確保していくかという点

が課題であると考えております。まずは、地域

運営に興味のある若い方々から活動に参加して

いただきまして、共感と理解を得ていくことが

必要なのではないかと考えているところであり

ます。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  そうですね、具体的に田代の例を挙げていた

だきましたが、まさに立ち上げからずっと私自

身関わってきた経験を基にお話しさせていただ

きますと、立ち上げるときは熱量というのです

か、地域の熱量というのはすごく高いのですが、

ある程度出来上がってしまった後の持続性とい

うのがすごく難しいなと感じております。 

  学びの里ＴＡＳＳＨＯも、指定管理を始めて

今年で９年目になります。もう９年たつと、や

はり何ていうのですかね、その地域と乖離して

いるような部分が少し感じられるようになって

きたなと思っております。その地域の思いと、

施設を管理する、地域運営組織として認定され

ている団体との思いが、少し乖離しているので

はないか。その辺をうまくすり合わせていくこ

とが今後重要になってくるのかなと。 

  今回、柴橋地区のコミュニティセンターもそ

うだと思うのですが、組織化するときの熱量と

持続させる気持ちというか、思いというのが、

だんだんだんだん薄れてくる。それをどう改善
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していくかというと、今市長のほうからありま

したように、若年層をどう取り組んでいくか、

これが重要なことなのかなと思います。 

  続きまして、地域カルテの活用と見える化に

ついて質問させていただきます。 

  まず、地域カルテの活用についてお伺いしま

す。 

  令和６年度第１回定例会において、私の一般

質問の中で当時の佐藤洋樹市長に答弁いただい

た内容なのですが、地域力が向上する具体的な

取組について私のほうから質問させていただい

ております。その際の答弁で、それぞれの地域

の状況を把握する上で、地域カルテを作成し、

それぞれの地域で話合いを進めていくことが必

要であるという答弁をいただきました。 

  この地域カルテは、今後政策形成において極

めて重要な視点です。地域ごとの人口構成、高

齢化の進行、空き家、移動、買物、福祉、防災、

担い手の状況などを見える化し、その地域に必

要な支援を考えていくことは、限られた財源と

人員の中で施策の優先順位を定める上でも欠か

せません。現在、地域カルテにはどのような項

目が整理され、どこまで更新されているのか、

市長にお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 地域カルテの活用としてどのよ

うな項目が整理され、どこまで更新されている

のかという御質問をいただきました。 

  地域カルテは、地域の健康状態や将来の姿を

把握し、地域福祉活動への参加意識を高めるた

めに活用されるものとされております。この定

義の下、これまで本市において作成したのは、

平成29年度に山形県地域運営組織形成モデル事

業を活用して作成した田代地区の地域カルテで

あります。 

  また、地域カルテは、地域の現状を数値やグ

ラフ、課題、展望などに分類し見える化した資

料であると捉えますと、令和６年度に小学校区

単位の各地区で開催した地域ワークショップに

おいて、人口、高齢者率、高齢者独居世帯率、

道路等インフラの要望内容、町会の要望内容等

をまとめた資料を参加者に配付しまして、地域

の課題や将来展望について話し合っていただき、

その結果をまとめておりますので、それらの資

料が各地区ごとの地域カルテとして機能するも

のと考えているところであります。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 地域カルテという言葉ではない

かもしれないですけれども、今後もその現状を

しっかりと認識した上で、しっかりと進めてい

っていただきたいと思います。 

  次に、その地域カルテの内容は、行政内部の

資料として活用されるだけでなく、地域住民の

地域運営組織と共有され、話合いの土台として

今後使われていくのか。今の市長の答弁にもあ

りましたが、いろいろな場面でお使いなさって

いるというのは分かったのですが、この地域カ

ルテによって見えてきた課題を、実際の事業や

予算配分、重点支援の判断にどう結びつけてい

くか、この辺を市長にお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 地域カルテによって見える化さ

れた各地域ごとの課題や展望をどう活用し、重

点支援していくのかという御質問をいただきま

した。 

  まず、地域カルテ、正式には田代地区のみと

いうことにはなりますけれども、そのほかのも

のも含めたものを地域カルテとしますと、地域

課題や将来展望について話し合っていただいた

結果の資料でありますので、その後のカルテの

内容を受けて地域でできること、行政でできる

ことを整理し、具体化していくための行動計画、

つまり地域づくり計画をその地域において策定

するということが必要であろうと考えておりま

す。 

  これまで地域づくり計画を策定し、取組を進
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めている事例を紹介いたしますと、田代地区に

おいては、第３期田代地区地域づくり計画を策

定し、計画の柱である学びの里ＴＡＳＳＨＯへ

の集客と利活用促進を実施してきたところであ

ります。 

  柴橋地区においては、令和３年２月に柴橋地

区地域づくり計画を策定し、様々な事業を展開

しているところですが、今後間もなく第２期地

域づくり計画へ移行しまして、コミュニティセ

ンターの指定管理者制度の運用と併せ、交流拡

大事業等を展開する予定であるとお聞きしてお

ります。 

  寒河江市といたしましては、地域カルテを

ベースとして、地域づくり計画などを策定した

地域の取組を重点的に支援するほか、計画策定

を希望する地域への策定支援を進めまして、よ

り多くの地域が地域課題の解決に向けて次のス

テップへ進んでいけるよう支援してまいりたい

と考えているところであります。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  現在、これまで取りまとめた内容というのは、

いろんな形で取られていると思います。特に第

７次振興計画の策定に当たって、地域ワークシ

ョップをなされたと思いますが、そういった資

料的なものは振興計画の中には入っていますが、

具体的にやはりこういった数字で見える化をし

ていかないと、なかなか地域の人たちには伝わ

らないのかなと。言葉だけ、文言だけではなく、

どのようにワークショップに参加された方が何

人いて、どれぐらいの意見があってというよう

な、そういった具体的な数字も数値化して市民

に示す必要があるのではないかというふうに思

いますので、今後そういったいろんな形での

ワークショップであったりとか、計画をつくる

上で、こういった市が集めた資料を、自治会を

通して市民の皆様、最低でも町会長にはこうい

うふうな意見がありましたよというのを伝える

べきではないのかなと思いますが、市長はどう

お考えになりますでしょうか。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 第７次振興計画の策定に当たっ

て、各地域でワークショップを開催しまして、

そこで先ほど申し上げたような数値的なところ

も共有したというところであります。それを踏

まえて意見を頂戴したということでありますの

で、こうした意見なども、数値も併せて、各地

域で引き続き共通理解を得ていただくような、

そんな情報共有を図っていきたいというふうに

考えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 今の世の中は、いろんな形で

データというのはかなり集めることができる社

会になっていますので、少し工夫すれば、ＡＩ

を使えば、ある程度集まってしまうわけですね。

ですので、市民と行政との思いの違いであった

りとか、そういったものをなるべく少なくする

ように、ぜひこういった地域カルテであるとか、

そういった方向性を行政側で持っている、公開

できる範囲での情報というのは、共有していた

だければと思います。 

  続きまして、協力隊・集落支援員補助制度の

一体運用について質問させていただきます。 

  まず、協力隊・集落支援員・コミュニティ補

助金の一体的な活用についてお伺いいたします。 

  地域課題が複雑化する中で、制度ごとに別々

に支援するのではなく、地域の計画や実情に合

わせて、人材、財源、伴走支援を一体で組み合

わせていく必要があります。特に地域おこし協

力隊や集落支援員は、地域の内外をつなぐ重要

な存在であり、その配置の仕方や任期後の定着

支援は、地域運営組織の将来にも大きく関わり

ます。 

  少し余談にはなりますが、令和７年度の補正

予算において、地域おこし協力隊の予算が減額

補正されておりました。本市の採用条件が厳し
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いのか、条件に合った協力隊を採用することが

できない状況になっていることがそのとき分か

りました。 

  協力隊の採用には、今いろんなやり方があり

まして、お試しやインターン制度なども積極的

に活用して門戸を広く取っていただいて、市職

員の代わりの仕事ではなく、隊員として本市で

やりたいことができ、定住に結びつけられる環

境づくりが必要なのではないかと思います。 

  また、先日の伊藤議員の一般質問の中でも市

長答弁がありましたが、本年度、集落支援員が

白岩地区に配置されました。これはもう本当に

感謝しております。ようやく支援員が増えたと

思っておりますが、白岩地区の課題は広範囲に

山積しておりますし、市内の他の地域にも多く

の課題がありますので、これらの地域課題を解

決する上では、地域おこし協力隊や集落支援員

はまだまだ少ないと思っております。こういっ

た国の制度がありますので、しっかりこれをＰ

Ｒして増やすべきではないかと思っております。 

  現在の地域おこし協力隊、集落支援員、コミ

ュニティ補助金について、それぞれどのような

目的でどのように運用されているか。その上で、

農村ＲＭＯや地域カルテで把握した地域課題と

連動する形で、これらの制度を一体的に運用す

る考えがあるのか、市長にお伺いしたいと思い

ます。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 地域おこし協力隊、集落支援員

といった国の制度での人員配置、そして農村Ｒ

ＭＯなどの制度、そして本市の取組である地域

コミュニティ活性化推進事業補助金などを一体

的に運用することについて、どういった考えを

持っているのかという御質問をいただいたとこ

ろであります。 

  地域おこし協力隊の制度というのは、都市地

域から住民票を異動し、地域おこし支援や住民

支援などの地域協力活動を行いながら、その地

域への定住定着を図る取組でありまして、活動

地域に柔軟で新しい発想を取り入れることがで

きるとされております。 

  一方、集落支援員の制度は、集落の維持活性

化のため、地域の実情に詳しく、ノウハウを有

する人材が、集落点検や住民同士の話合いの促

進を行い、活性化に向けた取組や地域運営組織

をサポートする取組ということであります。 

  一般的に、地域おこしにはよそ者、若者、ば

か者が必要であると言われております。ばか者

というのは、地域活性化に熱心にばかになって

取り組む人という、熱意ある人だという意味で

ありますが、地域おこし協力隊と集落支援員と

いうのは、このよそ者、若者、ばか者の受皿と

捉えられております。地域に活力をもたらす存

在として認識され、全国的に受けられていると

いうような制度であります。 

  これまでの本市の事例を紹介いたしますと、

田代地区においては、地域の要望を受けまして、

集落支援員と地域おこし協力隊を受け入れたこ

とにより、特定非営利活動法人という地域運営

組織の形成につながりまして、現在のコミュニ

ティービジネスへ展開したという経過がござい

ます。 

  柴橋地区においては、集落支援員を複数配置

しまして、地域運営組織の形成に向けた準備を

行い、法人化とコミュニティセンターの指定管

理者制度導入につながったと考えております。 

  また、地域コミュニティ活性化支援事業は、

住民が主体となった活性化の取組を財政支援す

るというものでありますが、地域運営組織を形

成するまでの間の話合い、またその後の事業化

に活用できる補助メニュー等により、地域課題

の解決に向けた取組というものを後押ししてき

たと考えております。 

  これらを鑑みますと、地域おこし協力隊、集

落支援員、地域コミュニティ活性化支援事業と、

これらの制度は本市の地域づくりにおいて大き
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な役割を果たしてきているのではないかと考え

ております。 

  議員御提案のように、一体的に運営すること

でさらなる相乗効果が期待できると考えますの

で、今後より一層効果的な運用となるよう、そ

れぞれの制度の一体的な進め方について研究、

検討してまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時15分といたします。 

 休 憩 午前１１時０１分  

 再 開 午前１１時１５分  

○柏倉信一議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  佐藤議員。 

○佐藤政人議員 今後、一体的な運用というのは、

制度とか若干違ったりとか、本市での独自の支

援策であったりとか、いろいろなハードルはあ

るかと思いますが、一体的に運用するというの

はすごく大事なのかなと思っております。 

  また、市長のほうから、協力隊というのはよ

そ者、若者、ばか者というお話がありました。

私も集落支援員、寒河江市第１号という経験者

ですので、そのばか者に当たるのが私かなと思

っております。よそ者であったり、若者であっ

たり、いずれ長く定着するとばか者になってい

くという、このばか者がしっかりと地域を盛り

上げていかないと、なかなか地域課題に携わる

ことはできないのかなと思っております。 

  次に、人材育成と出口戦略として、集落支援

員の発掘や地域おこし協力隊の着任、任期後の

定住定着に向けて、どのようなサポートをして

いくのかお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 人材育成と出口戦略として集落

支援員の発掘や、地域おこし協力隊の定住定着

をどのようにサポートしていくのかというよう

な御質問をいただきました。 

  先ほどお答えさせていただきましたとおり、

地域運営組織の運営における大きな課題という

のは、若年層のスタッフが極端に少ない現状に

おいて、今後将来の担い手をいかに確保してい

くかということでありまして、地域運営の担い

手を安定的に確保していくということは、持続

可能な地域運営にとっての必須事項であると考

えております。 

  地域おこし協力隊は、地域活動に興味がある

都市部の若者が地域に移り住んで活動する制度

でありまして、任期は３年までとなっているこ

とから、任期後のなりわいの準備を進めながら

任期中の活動をしていただくことが必要になり

ます。このため、地域運営組織の組織化、そし

てその後の事業展開において、収益性のある事

業に取り組むことによってなりわいをつくり出

し、定住定着につなげることが重要であるとい

うことで考えております。これは、現実的に難

しいことであると承知しておりますので、協力

隊のスキルアップやサポートにも十分意を用い

てまいりたいと考えております。 

  また、地域内での集落支援員の発掘について

も、地域運営組織の形成を目指す地域にとって

は大変重要であると考えております。地域の

ワークショップに参加していただく方や、地域

の取組に協力していただいている方など、地域

内の多様な方々とコミュニケーションをより深

めながら、地元に対する熱い思いを持ちつつ、

地元の皆さんから一定の信頼を集められるよう

な、そんな方を見いだしていくことが、今後さ

らに必要であると考えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  協力隊においては、寒河江市に来てどんなこ

とをやりたいかというのを重要視するべきであ

るのかなと。先ほども少し触れましたが、市職

員の代わりの仕事をさせるわけではなく、その

地域に入ってどんなことをしたいのかというの

をしっかりとサポートしてあげるということが、
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今後の定住につながるのかなと思います。 

  あと、集落支援員については、残念ながら私

ＰＲ不足だなと思っております。というのも、

今回白岩地区に入った方については、ある会合

のときにお話をさせていただいて、集落支援員

という制度があるよということをお話ししたと

ころ、興味を持っていただいたという経緯があ

ります。ということは、この制度を知らないか

ら誰も手を挙げないということもあると思いま

すので、ぜひ、極端な話、市報で募集してもい

いのかなと思います。それぐらいやらないと、

この集落支援員というのはなかなか集まらない

のかなと思っております。 

  次、通告番号14、鳥獣被害防止と捕獲後処理

体制の広域的な再構築について質問させていた

だきます。 

  鳥獣被害防止と捕獲後処理体制の広域的な再

構築については、今後重要視されてくると考え

ております。そして、鳥獣被害に関する質問は、

いろんな角度で同僚議員からこれまで何度も行

われてきましたが、国の方針や制度の見直しが

行われている状況ではありますが、農業・人的

被害の抑制、捕獲の担い手確保、処理負担の軽

減は、継続的かつ切実な行政課題であると考え

ます。 

  まず、鳥獣被害の現状と計画の検証について

質問させていただきたいと思います。 

  本市における鳥獣被害の現状と計画の検証に

ついて。 

  鳥獣被害は、単に被害額だけの問題ではなく、

農家の営農意欲の低下、耕作放棄地の増加、地

域コミュニティーの維持困難にもつながる問題

です。そのため、被害額、被害面積、主な被害

作物、被害の集中地域などを継続的かつ客観的

に把握し、計画の妥当性を検証することが重要

だと思っております。そこで、直近３年間の被

害状況の推移についてどのように分析している

のか、市長にお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 まず、本市の直近３年間の有害

鳥獣の捕獲頭数について申し上げますと、令和

５年の熊の捕獲頭数は22頭、令和６年は10頭、

そして令和７年は30頭であります。 

  イノシシにつきましては、令和５年が31頭、

令和６年が45頭、令和７年においては71頭とな

っており、イノシシは明らかに増加傾向であり

ます。 

  御質問の被害状況の推移についてであります

が、毎年度、県に野生鳥獣による農作物の被害

状況報告を行うことになっておりまして、令和

５年度の被害総額は3,341万1,000円で、被害面

積は8,556アール、主な被害を及ぼした鳥獣は

ムクドリやウサギ、カラス、熊、イノシシであ

ります。主な被害作物は、さくらんぼやリンゴ、

ラ・フランス、桃などの果樹がほとんどですが、

イノシシによる稲の被害というものも見受けら

れます。被害の地域としては、白岩、谷沢、醍

醐、平塩と中山間地域が多くなっております。 

  令和６年度においては、被害総額3,416万

9,000円と前年に比べ微増となっております。

被害面積については3,549アールと大幅に減少

しておりますが、これはムクドリの被害面積が

減ったことが要因と思われます。被害を及ぼし

た鳥獣や被害作物、被害地域は同様ですが、こ

の年は果樹が不作だったこともありまして、熊

による被害量というのは減少したものの、イノ

シシの出没が増えたことが微増の要因になった

と捉えております。 

  次に、令和７年度の暫定値でありますが、被

害総額は4,252万1,000円と前年に比べ２割ほど

増加しております。被害面積は3,630アールと

前年並みとなっております。御承知のとおり、

昨年は熊の出没が相次ぎまして、果樹被害が増

加いたしました。また、ハクビシンによる果樹

被害が増加傾向となっております。 

  こうした最近の被害状況を踏まえ、今年度改
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定する予定の鳥獣被害防止計画にどのように反

映していけるか、十分検討してまいりたいと考

えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  昨年度の熊、イノシシの捕獲頭数というのは、

やはり比べものにならなかったということが理

解できるのですが、熊とかイノシシ、寒河江市

だけ出ているわけではないので、周辺自治体と

の連携というのが非常に、情報共有というのが

大事なのかなと思います。 

  次に、現場の声の反映についてお伺いしたい

と思います。現場の農家や地域から寄せられた

声を、地域の計画の見直し等にどう反映してき

たかについてもお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市の鳥獣被害防止計画は、鳥

獣による農林水産業等に係る被害の防止のため

の特別措置に関する法律に基づきまして、国の

基本指針に即して策定することとされておりま

す。 

  現在の計画は、令和６年度から令和８年度を

計画期間として、令和５年度に改定されたもの

であります。その当時、関係機関としてＪＡ、

白岩地区町会長連合会、猟友会、漁協、農業委

員会に意見照会を行っております。内容として

は、放任果樹伐採等の環境管理や電気柵の有効

な活用法などが意見として上げられておりまし

た。 

  このような意見を受けまして、計画には、今

後の取組方針の中に放任果樹等に関することを

前回新たに盛り込んで、補助金等を活用した事

業を実施しております。 

  また、電気柵に関連した記述につきましては、

侵入防止柵の管理等に関する取組の項目を設け

まして、適切な電気柵の設置及び管理について

周知を図っております。 

  次期計画の見直しにおきましては、最近の被

害実態を踏まえ、これまで実施した対策の効果

や課題を検証し、さきに述べた関係団体や被害

の大きい地域等と連携を進めるとともに、県な

どとも調整を図りながら鳥獣被害防止に努め、

安心して農作物の生産に取り組める環境の維持

向上を図ってまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 こういった計画をつくる上では、

現場の声というのがすごく大事になってきます

ので、ぜひ、今年度ですかね、この新しい計画

がつくられるというのは、今年度の新しい計画

についてもしっかりと現場の声を反映した計画

にしていただきたいと思います。 

  次に、捕獲後処理とクリーンセンター・広域

連携について質問させていただきます。 

  まず、捕獲後処理とクリーンセンター・広域

連携については、令和６年度第３回定例会で私

のほうから一般質問をさせていただきましたが、

鳥獣被害対策において、捕獲を進めるだけでは

十分ではなく、捕獲後の処理体制が整っていな

ければ、現場の担い手の負担が過重となり、継

続的な対策が困難になります。そこで、現在捕

獲された個体がどのような流れで処理されてい

るのか、また処理に係るハンターや地域の負担

について、市としてどう認識しているのかお伺

いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 まず、捕獲された個体の処理に

ついてでありますが、鳥獣保護管理法に基づき、

環境大臣が定めた鳥獣基本方針において、捕獲

物は持ち帰り、または適切な方法で埋設するこ

ととされておりまして、本市においては捕獲者

の協力の下、捕獲個体の埋設等の処理を行って

おります。 

  しかしながら、現在、捕獲される個体が増加

していることから、新たな埋設場所の確保が課

題となっております。近隣の自治体では、簡易

的なコンポストによる処理の在り方を検討して
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いるというところもあるようですので、このよ

うな事例を参考にさせていただくなど、より効

率的でかつ捕獲者の負担が軽減される処理につ

いて検討していきたいと考えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  前回、令和６年度の定例会で前佐藤洋樹市長

からの答弁でいただいた、クリーンセンターの

活用や周辺自治体との広域連携について、今後

検討が必要になるという御答弁がありました。

実際にクリーンセンターの活用について、協議、

検討が行われたのかについて、市長にお伺いし

たいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 捕獲個体の処分に係るクリーン

センターの活用及び周辺自治体との広域連携の

検討状況ということでありますけれども、西村

山地方総合開発推進委員会と西村山地方議長協

議会の連名におきまして、令和８年度西村山地

方開発重要事業要望書を県に提出しております。 

  この中で、鳥獣被害対策として、１、自治体

の継続的な活動につながる捕獲活動の実施に見

合った捕獲活動費用への十分な支援、２、新た

な担い手となる新会員の猟友会への入会促進の

ための狩猟免許取得費用に対する支援、３、野

生鳥獣の活動範囲の拡大に対応した市町村の枠

を超えた村山地域における広域的な被害防止対

策に係る体制整備、そして４としまして、捕獲

数の増加に伴い負担が重くなっている自治体に

よる事後処理について、負担を軽減するための

村山地域における捕獲個体処理施設の整備や、

ジビエ活用の検討を図ること、５、熊などの市

街地出没等、有事の際における県の迅速かつ手

厚いバックサポート体制の整備を、県へ要望と

して提出しているところであります。 

  広域連携による収集、運搬、解体、焼却処理

に関する検討協議ということにつきましては、

改めてこのたび確認させていただいたところ、

具体的な検討協議までには至らないまま、昨年

度の熊の大量出没を迎えてしまったということ

でありました。 

  現在ある寒河江地区クリーンセンターの施設

を有効活用するための周辺自治体との広域連携

に関しては、昨今の熊出没の急増を受け、収集

から運搬、解体、焼却までの各過程における実

効性・効率性を含め、改めて検討すべき課題で

あると考えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  このクリーンセンターの活用というのは、周

辺自治体の熊とかイノシシの捕獲頭数、寒河江

は比較的少ないですけれども、朝日町とか、大

江町とか、西川町というのは非常に多いわけで

す。実際、前回の質問のときには、その後どの

ような対応をしているかというと、朝日のほう

ではコンポストといって、土管を埋めて、そこ

にどんどん解体したものをまとめていると言っ

たらおかしいですけれども、埋めているという

ような状況になっておりますし、クリーンセン

ターというのは寒河江市単体で運営しているわ

けではないので、周辺の自治体との連携、協議、

検討というのは、もっともっとやるべきではな

いのかなと思っております。 

  先日の野口議員のほうでも、クリーンセン

ターについての質問がありましたが、本市議会

でも一般質問した案件がしっかりと広域行政事

務組合の事業にどのように反映されていくのか

というのも、過程がどうなっているのかという

のが我々は分からない状況で質問しているわけ

ですので、今後本議会で質問が出た内容につい

ては、しっかりと事務組合のほうで検討してい

ただける内容として上程していただくなり、行

動を取っていただきたいなと思っております。 

  次に、財政負担と費用対効果についてお伺い

します。 

  鳥獣被害対策については、国の支援策が年々
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増加していることは承知しておりますが、実際

の本市における交付金や補助金と自主財源との

推移、そして実働に合った支援となっているの

かについて、市長にお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 本市における鳥獣被害に対する

支援についてお答えさせていただきます。 

  市単独事業としては、有害鳥獣捕獲の担い手

確保及び育成のための市新規狩猟免許取得等補

助金、市猟友会員の技術向上支援のための市猟

友会員狩猟技術向上支援補助金がありまして、

令和７年度は市新規狩猟免許取得等補助金とし

て17万6,000円、市猟友会員主要技術向上支援

補助金として15万円を支援しております。 

  県補助金を活用した支援といたしましては、

電気柵購入補助や不要果樹伐採等の補助として、

有害鳥獣被害対策推進事業費補助金があり、令

和７年度の電気柵購入補助については42万

3,432円、不要果樹伐採等については24万9,999

円を支援しており、農作物の鳥獣被害を防止す

るための支援も行っております。 

  また、本市では、野生鳥獣による農林水産物

の被害防止並びに地域住民の安全・安心な生活

環境の確保を図るため、寒河江市鳥獣被害防止

対策協議会を設置しております。この協議会に

おいて、鳥獣の捕獲等を行う市鳥獣被害対策実

施隊員の捕獲出動手当、箱わなやくくりわな等

の備品購入費等を支出しておりまして、決算額

の過去３年間の推移といたしましては、令和５

年度が427万4,203円、令和６年度が485万850円、

令和７年度が962万7,045円と年々増加しており

ます。 

  一方で、さきの答弁でもございましたが、令

和５年度以降の熊、イノシシの捕獲件数につい

ても年々増加しております。令和８年度から、

特に危険を伴う熊の見回りと現場確認等を行っ

ている実施隊員の手当の拡充を行うなど、実働

に合った支援に努めているところでございます。 

  今後も本市の状況に合った国・県の交付金補

助金のメニューを活用していきながら、被害対

策の充実した支援に努めてまいりたいと考えて

おります。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。 

  やはり実際に活動される方というのは、年々

高齢化しておりますので、やはり若者、若者と

言ったらおかしいのですけれども、今の年齢層

より若い人たちが活動できるような支援なども

実際に行っていただければと思います。 

  そして、有効活用（ジビエ・皮革）と地域づ

くりとの接点についてお伺いしたいと思います。 

  初めに、捕獲鳥獣の有効活用についてお伺い

します。 

  本市の鳥獣被害防止計画には、有効活用に関

する事項には、捕獲した鳥獣の利用方法が全て

該当なしとなっております。そこで県内を見る

と、小国町と上山市、鶴岡市にジビエ処理施設

があります。本市でも処理施設を造れというこ

とではないですが、駆除した鳥獣をこういった

施設に送り込んで、ジビエや皮革、革ですね、

革などに有効活用できないものかと思います。 

  その際問題になるのが、この計画にある、捕

獲した鳥獣の処理に関する事項で「焼却、埋設、

自家消費等適切な処理」の解釈になるのかと思

います。 

  一方で、衛生管理、採算性、安定供給、担い

手、流通体制など実用化には複数の課題が伴う

ことも理解しております。 

  そこで、本市または周辺地域においてジビエ

利用や皮革活用などに関する調査、試行、連携

の状況をどのように把握しているのか、市長に

お伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 周辺地域におけるジビエ利用や

皮革活用の状況につきましては、ただいま佐藤

議員がおっしゃるとおり、県内には小国町、上
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山市、鶴岡市に食品衛生法の許可を受けた食肉

処理施設、ジビエ処理施設がございます。それ

ぞれの施設運営等について各市町へ確認したと

ころ、市町からの運営負担金などは支出してお

らず、自主財源での運営を行っているというよ

うな状況だそうです。飲食店を経営されている

方がジビエ処理施設を運営しており、自らの店

舗でジビエ料理を提供するための施設として運

営しているということのようです。 

  厚生労働省のガイドラインによりますと、ジ

ビエの食肉処理において、捕獲個体は速やかに

食肉処理施設に搬入することとされております。

一般社団法人日本ジビエ振興協会発行のジビエ

ハンドブックというものによりますと、捕獲後

一、二時間程度が望ましいとされておりまして、

県村山保健所においても、それらを参考に指導

しているということでありました。 

  捕獲後の運搬に時間を要することもありまし

て、現実的に本市で捕獲された鳥獣をこれらの

施設に持ち込むということは困難でありまして、

鶴岡市や小国町の施設では、その管内で捕獲さ

れた鳥獣以外の受入れは行っていないというこ

とであります。 

  私も小国町の施設の許可に当たって関わらせ

ていただいたことがありますが、捕獲から処理

までの過程において、厳密な審査というものが

なされておりました。 

  このような状況を踏まえまして、本市または

周辺地域における処理施設の在り方や連携につ

いては、今後も研究課題とさせていただきたい

と考えております。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 ありがとうございます。なかな

か進まないとは思いますが、ちょっと時期的に

は忘れたのですが、１か月ほど前にですけれど

も、こういったジビエ肉を買い取りますという、

山形新聞に広告が、紙面の広告が入っておりま

した。業者の所在地を見ると、大阪のほうでし

た。全国でもそうやって集めている業者もいら

っしゃいますので、そういったところに流して

いくのも一つ方法としてあるのかなと思います。 

  そして、最後の質問になりますが、地域づく

りとの接点についてお伺いしたいと思います。 

  有効活用は、単なる後処理の問題にとどまら

ず、地域資源化の可能性まで視野に入れた論点

であると受け止めております。もともと狩猟と

いうのは、食料や毛皮を取るための手段でした。

それが今や、自然保護や地域社会を守るための

重要な役割に変わってきました。猟師の方も、

以前の自分のための猟から、今では市民のため

の活動に変わってきています。 

  そこで、地域がどのように鳥獣対策に関わっ

ていけばよいのか考える必要があると思います。

また、鳥獣被害対策を単なる守りの施策にとど

めず、地域運営組織や協力隊などと連携しなが

ら、地域づくりや担い手づくりにどう結びつけ

ていくのか、市長にお伺いします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 現在よりも頻繁に狩猟が行われ

ていた時代というものは、捕獲した動物もまた

自然からの恵みとしまして、食料や毛皮といっ

た地域の生活を支える資源であったということ

は、ただいま佐藤議員がおっしゃるとおりであ

ると認識しております。 

  また、狩猟圧によって生息密度を引き下げ、

地域の里山や農地から有害鳥獣を遠ざけ、作物

を食害などから守ると同時に、人と鳥獣とのす

み分けが成り立つということで、それぞれの生

活圏が確立されていたと考えます。 

  捕獲した有害鳥獣を地域資源と捉え、地域に

還元するということを、ジビエの利活用などに

求めた場合、先ほども申し上げたとおり、現在

県内にあるジビエ処理施設では外部からの受入

れをしていないということもありまして、こう

した施設の利用や連携については難しいという

ような状況であります。 
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  効率性が低く、ビジネス的にはなかなか難し

いと言われておりますが、地域づくりの観点か

ら、有害鳥獣被害対策において、地域の方がど

ういった関わり方をして、その中で活躍する担

い手づくりをどう進めていくのか、地域おこし

協力隊の活動なども一つだと思います。こうし

た方法も含めて、他の自治体の事例なども参考

にしながら、本市に適した施策について検討し

てまいりたいと考えます。 

○柏倉信一議長 佐藤議員。 

○佐藤政人議員 以上、２項目について質問いた

しました。いずれのテーマも地域の持続性、農

業の継続、住民生活の安心を支える重要課題で

あり、これまで答弁で示された方向性が今後ど

こまで具体化されるかが問われております。 

  今後もしっかりと取り組んでいただき、本市

の発展に寄与できるようお願いして、私の一般

質問を終わりたいと思います。ありがとうござ

いました。 

 

児玉 崇議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号15番から17番について、

４番児玉 崇議員。 

○児玉 崇議員 壮風会の児玉 崇でございます。 

  私こと、せんだって足の親指を骨折いたしま

して非常に痛い思いをしましたが、地に足をつ

けるという言葉がございますが、改めて足元の

大切さを実感しているところでございます。今

後の議員活動においても足元をしっかり見詰め、

笑いが聞こえているようでありますが、しっか

りと議員活動してまいりたいと思っております。 

  それでは、通告番号15番、公営競技場外車券

場への業態変更についてお伺いしたいと思いま

す。 

  今回、赤田地内に所在する既存の遊技施設に

ついて、パチンコ店から公営競技である競輪や

オートレースの場外車券売場へと業態変更する

計画が進められております。私は、この施設の

近隣地域に住む１人として、また町内会の町会

長、そして地元本楯地区の連合会長として、こ

の間地域の皆さんの声を直接伺ってまいりまし

た。住民の皆さんからは、「説明会はあったが、

まだ不安が残る」「何がどう不安なのかは説明

しにくいが、何となく大丈夫なのかという気持

ちがある」といった声が聞かれます。 

  一方で、町会長の皆さんからは、「輪番制で

たまたま町会長になっている立場であり、事業

者から町内会として同意書を求められても、ど

う進めてよいのか分からない」「後から何か問

題が起きた場合に責任を取らされるのじゃない

かと不安だ」「そもそも市から委嘱され、地域

活動を担っている町会長が、民間事業者の依頼

を地域で取りまとめろというのは、役割として

違和感がある」というような、非常に率直で現

実的な声も伺っております。 

  私は、これらの声を決して特別なものとは思

っておりません。むしろごく普通の地域住民、

そして責任感を持って地域を支えている町会長

だからこそ抱く自然な不安や戸惑いであると受

け止めております。 

  また、これまで事業内容について説明を受け

る中では、現時点において、地域の生活環境に

重大な影響を及ぼすような具体的な問題は示さ

れているわけではありません。さらに、事業者

からは、一時避難所として施設提供の意向や周

辺地域の美化活動への協力なども示されており、

地域貢献への姿勢も一定度うかがえるところで

あります。 

  しかしながら、住民の皆さんの中には、反対

ではないが、同意してよいものか判断がつかな

いという迷いが確かに存在しております。だか

らこそ私は、本日はこの事業の賛否を伺うもの

ではなく、地域住民が不安を抱えたまま判断を

迫られることのないよう、市としての基本的な

認識や考え方を確認し、住民の皆さんが安心し



 - 101 - 

て判断できる環境づくりにつなげるため、何点

かお伺いしたいと思っております。 

  それでは、まず初めに市としての基本的な認

識についてお伺いします。 

  当然ながら本事業は民間企業による事業活動

であり、その最終的な判断や責任は事業者にあ

るものと理解をしております。 

  一方で、施設は寒河江市内に所在し、地域住

民の生活環境とも無関係ではありません。また、

住民の皆さんが不安を抱えている背景には、市

としてどう見ているのかが見えないという側面

も少なからずあるように感じております。 

  そこで、本事業は民間企業によるものである

と認識しつつも、施設が市内に所在することか

ら、市としてどのように認識しているのか。ま

た、都市計画法や関係条例等に照らし、本計画

に特段問題視されるような点はないのか、市の

見解をお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 児玉議員のただいまのお話にも

ありましたとおり、この業態変更は公営競技場

外車券売場設置を所管する東北経済産業局の指

導に従いながら、民間企業が進めている事業で

あります。都市計画法及び関係条例等を確認さ

せていただいたところ、当該施設の所在地は都

市計画法の用途地域で準工業地域に指定されて

おりまして、場外車券売場の設置というのは可

能な地域ということであります。また、本市の

関連する条例や騒音等に関する規則に照らし合

わせても問題はないと判断しております。 

  このたびの業態変更が法令に従って適正に実

施されている限り、市としてこれを覆す権限や

根拠というものはないという事実について、承

知しているところであります。 

  当該事業者につきましては、1996年、平成８

年12月に現在地でパチンコ店をオープンして以

来、継続して営業されておりますが、近年の利

用客の減少に伴い、閉店も含む様々な検討を行

った上で、場外車券売場への業態変更を御決断

されたと伺っております。パチンコ店が閉店し、

大きな空き店舗となった場合、雇用や経済効果

が失われ、さらに防犯上の不安が著しく増加す

ることになるのではないかと考えますので、こ

の業態変更によって事業活動を継続していただ

くということは、市にとって経済や交流人口の

観点などからもプラスの要素が上回るものとい

うふうに捉えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  それでは、次に地域への影響についてであり

ます。 

  公営競技という言葉から、法律に守られてい

るという側面にある一方、住民の中には漠然と

した不安を抱く方がおられるのも事実でありま

す。特に治安は悪くならないのか、交通量は増

えないのか、あとは子供たちへの影響はないの

かといった声を耳にいたします。 

  しかしながら、その不安が必ずしも客観的な

事実に基づくものなのか、あるいはイメージ先

行なのかについては、行政としての見解を示し

ていただくことが、住民の安心につながると考

えます。 

  そこで、本事業による地域への影響、すなわ

ち治安、交通、青少年環境などについて、市と

して現時点でどのように評価、認識されている

のかをお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 場外車券売場の設置に当たって

は、施設周辺での治安や風紀の悪化、道路の混

雑、騒音、ごみの散乱、青少年への影響という

ものが懸念されることから、市としましては、

このたびの業態変更に当たって、こうした懸念

事項の発生防止の取組を事業者のほうに要請し

たところであります。 

  パチンコ店を約30年間営業されてきた経過を

見ましても、重大な問題となる事案は発生して
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いないと認識しておりますので、場外車券売場

に業態変更された場合でも、警備員や清掃員な

どを適切に配置していただくことによって、地

域への影響は現状と大きく変わらないのではな

いかと考えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  また、今回事業者からは災害時における施設

の一時避難所としての場所提供についても意向

が示されていると伺っております。 

  近年、全国的に大規模災害が頻発する中、民

間施設との連携は、地域防災においても重要性

を増しております。もちろんこれをもって事業

全体の評価を左右するものではありませんが、

地域にとって一定の公益性を持つ可能性がある

のではないかと考えます。 

  そこで、事業者が災害時の一時避難所として

場所提供を表明していることについて、市とし

てどのように受け止めておられるのか、お伺い

いたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 事業者のほうから、一時避難所

として活用してほしい旨の申出をいただいてい

るということでございまして、大変ありがたい

お話であると受け止めております。 

  当該施設の立地位置については、浸水想定区

域内にありまして、浸水深が最大で３メートル

程度とされておりますので、水害時の指定避難

所としての指定というものは困難でありますが、

高層施設でありますので、河川氾濫時などの切

迫した状況下での垂直避難など、緊急時の一時

避難施設としての役割であれば、十分に有効で

あると考えております。 

  また、本市においては、熱中症対策にも取り

組んでおります。公共施設のほか、民間施設の

協力もいただきながら進めているところでござ

います。現在のところ、クーリングシェルター

として市内の17施設を指定しており、このうち

民間施設については４施設となっております。

お申出の施設については、無料のウオーター

サーバーなどの設置もする予定ということで伺

っておりますので、施設の一角を御指定いただ

くということが望ましいものと考えております。 

  青少年の健全育成に対する御協力と併せて、

さらなる御支援をお願い申し上げたいと考えて

いるところでございます。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  本市もこれまで民間企業とのいろんな分野で

の協定締結の実績がありますが、これを機に防

災災害対策の協定はもちろんでございますが、

今市長からもありました、昨今のトレンドにも

なっておりますが、本市でも約20か所のクーリ

ングシェルターが登録されておりますので、そ

ういったところで、ここの近くでいくとケーズ

デンキが登録されているようでございますが、

受入れ人数が４人なんて書いていました。なん

ていうことも含めまして、ぜひ暑さ、熱中症対

策による市民の命を守るための協定締結、こう

いったものもぜひ検討していただきまして、地

域、そして市民を守る包括的な連携としての協

定締結を御検討いただければと思います。 

  それでは、次に住民説明及び同意取得の進め

方についてお伺いいたします。 

  先ほど市長からもありましたが、今回東北経

産局から提示されている対象区域からの同意取

得について、事業者は説明会を実施しながら、

対象区域内の個々人ではなく、町内会単位で同

意を求めている状況があります。しかしながら、

特に輪番制で町会長を務める方々からは「自分

の判断で地域の意思を背負うことに不安があ

る」「企業の依頼を町会長が取りまとめること

自体に戸惑いがある」といった声が聞かれてお

ります。私は、この不安は極めて自然なものだ

と思っております。 

  その上で、市として住民不安をどう受け止め、
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必要な関わりをどのように考えているのかお伺

いしたいと思います。現時点で地域住民から本

事業に対する不安や反対の声は市に寄せられて

いるのか。また、今後住民からの不安の声が寄

せられた場合、市として事業者に対し参加説明

会の開催や丁寧な情報提供など、どのような対

応を求めていく考えなのかお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時といたします。 

 休 憩 午前１１時５９分  

 再 開 午後 １時００分  

○柏倉信一議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 現時点におきまして、地域住民

から本事業に対する不安や反対の声は市に寄せ

られているのか、また今後寄せられた場合、市

として事業者にどのような対応を求めていくの

かというような御質問をいただきました。 

  一部の町会長の方から、国道112号と県道23

号天童大江線との交差点付近で交通渋滞が懸念

されるというようなお話はございましたが、事

業に反対する御意見というのは、現在のところ

寄せられておりません。 

  場外車券売場の設置に当たって事業者と地元

警察署の間で交通安全対策や駐車台数、警備員

の配置計画等について事前協議が行われている

とのことですので、市といたしましてもその内

容を確認してまいりたいと考えております。 

  また、今後地域住民から不安の声が寄せられ

た場合は、市として事業者に対し住民の声を伝

え、必要に応じて説明会の追加開催や、情報の

提供、不安解消のための対策の実施といったこ

とを申し入れてまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 どうもありがとうございます。 

  それでは、この質問の最後に、警察署の施設

詰所の設置についてお伺いをしたいと思います。 

  住民の中には、漠然とした治安不安を持たれ

ている方もおります。一方で、今回の計画では

警察署の詰所設置も予定されておると伺ってお

ります。これはむしろ安心材料の１つとして受

け止めることもできるのではないかと思います。 

そこで、住民の不安解消という観点からも、市

の見解を確認していきたいと思います。 

  警察署の施設詰所設置について、市としてど

のように評価しているのか、また住民の安心確

保という観点からどのように説明していく考え

なのかお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 市内各地域において事業者より

業態変更に係る説明会を開催しているとお聞き

しております。また、場外車券売場という公営

企業施設に不安を持たれている方もいらっしゃ

るのではないかと考えております。 

  事業者の業態変更計画の中で、施設内に警察

署の詰所が設置され、また警察からの指導によ

り監視カメラも設置されるとお聞きしておりま

す。地域にこれまでなかった防犯施設が設置さ

れるということは、地域での安全・安心の確保

につながるものと捉えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 どうもありがとうございます。 

  冒頭申し上げましたとおり、私は決してこの

事業の賛否を論じるために質問したということ

ではございません。地域には、よく分からない

から不安だと言う声も出ております。また、一

部の町会長からは、先ほどから申し上げたとお

り、町会長に責任を負わせないでほしいという

ごく自然で真っ当な声が出ております。この質

問が、そうした対象地域の住民の皆さん、そし

て悩みながら地域をまとめておられる町会長の

方々にとって、少しでも安心材料となることを

期待し、この質問を終わりにしたいと思います。 

  それでは、続きまして、通告番号16番、源泉

老朽化による湯量低下問題への対応、計画につ
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いてお伺いしたいと思います。 

  現在、本市の温泉事業において、大きく２つ

の問題が同時に発生しております。１つは、源

泉そのものの老朽化に伴う湯量低下の問題です。

そしてもう一つは、市民浴場の管理運営体制の

問題であります。この２つは、現在結果として

相互に影響し合う状況となっておりますが、発

生当初は本来別個の問題であり、それがたまた

ま同時期に重なってしまったものであります。

まさに市としては、ダブルパンチとも言える極

めて厳しい状況に置かれているものと感じてお

ります。 

  それではまず、源泉の問題についてでありま

す。 

  昨年秋以降、新寒河江温泉源泉において揚湯

量の低下が確認され、市民浴場湯るりさがえの

臨時休業が繰り返される事態となりました。報

告いただいた内容によれば、これまで毎分900

リットルから1,000リットル程度で推移してい

た揚湯量が、大きく変動する不安定な状態とな

り、調査の結果、源泉井戸内のケーシング、い

わゆる金属管の経年劣化、崩壊によって土砂が

堆積し、井戸内部が埋没している可能性が高い

と御説明をいただいております。 

  また、現在の源泉は掘削から約45年が経過し

ており、既存井戸の修繕はかえって崩壊を拡大

させ、現状の湯量すら確保できなくなるおそれ

があることから、新たな源泉井戸の掘削も視野

に検討していかなければならない事態であるこ

との説明もいただいております。 

  また、源泉掘削となれば、候補地の選定、温

泉湧出調査、県や関係機関への申請、温泉審議

会への手続など多くの工程を要し、当局の説明

でも認可まで１年から１年半程度かかる可能性

があるとも説明をいただいております。 

  しかも、現在この源泉は市民浴場だけではな

く、市が整備した民活エリア内の複数施設にも

供給されております。そのため、湯量が不安定

になるたびに、担当課では源泉状況の確認、休

業判断、関係機関への連絡、市民への周知、再

開時の対応などに追われ、本来の業務にも少な

からず支障が出るものと推察しております。 

  また、現場で運営に携わる受託事業者におい

ても、急な休業や営業再開への対応など相当な

負担が生じるものと思われます。 

  以上のことから、今回の問題は単なる一時的

トラブルではなく、市の温泉事業全体に関わる

重要課題であると考えております。 

  それでは、まず源泉老朽化による湯量低下問

題の対応計画についてお伺いしたいと思います。 

  先ほども申し上げましたが、湯量が低下した

ということが時に発生しているということで、

市民浴場湯るりさがえだけではなく、今申し上

げた民活エリア、クア・パーク内の複数施設に

も供給されていると。今回の問題は、まさに市

の温泉事業全体にも関わる重要な課題となって

おります。 

  こうしたことから、現在市としては新たな源

泉掘削を視野に、掘削候補地の調査を進めてい

るとのことでありますが、一方で各種申請、認

可、工事などかなりの期間を要することも説明

されております。その間も市民浴場は営業を継

続しなければならず、担当課や現場では、その

都度対応に追われている状況であります。 

  そこで、本年度に入ってからも源泉の揚湯量

が何らかの原因で低下し不安定になることがあ

りましたが、現在市民として最も気になるのは、

毎日湯量が確保されているのか、今後も安定供

給が可能なのかという点であるかと思います。

そこでまずは、このたびの湯量低下における現

在の湧出状況についてお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 このたびの湯量低下における現

在の湧出状況について御質問いただきました。 

  昨年10月22日に揚湯量が急激に低下し、11月

14日に実施した源泉孔内調査の結果から、源泉
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孔内の金属ケーシングが経年劣化によって崩れ、

土砂が堆積していることが判明したことは御案

内のとおりであります。現在はケーシング内に

土砂が堆積しているものの、その土砂の隙間を

通って温泉水が湧出しており、その湧出量を見

極めながら、揚湯ポンプの電圧調整を施すこと

で湯量確保に努めているところであります。 

  先月、５月の１か月平均揚湯量は毎分1,044

リットル、１時間ごとに計測した揚湯量では最

小値で毎分844リットル、最大値で毎分1,165リ

ットルと、変動幅があるものの比較的安定して

いるということであります。 

  ただ、４月20日に発生しました三陸沖を震源

とする地震の翌朝21日には、揚湯量が毎分525

リットルまで低下し、その日の夜には毎分985

リットルまで回復したり、７月29日には前触れ

もなく湯量が毎分379リットルまで低下するな

ど、日や時間によって大きく変動を繰り返して

いるような状況で、温泉掘削事業者の見解では、

源泉孔内に堆積している土砂が動くことで湧出

量が増減してしまうのではないかということで

あります。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 今は、本当にこうなる前と同じ

ぐらい湯量を確保されているというところでは

ありますが、これもあくまでも自然現象でござ

いますので、何とも言えないところはあります

が、特に担当職員の方々にとっては、地震が来

るたびにどきどきしなきゃならないのかなとい

うところは、ちょっといかがなものかなと思っ

たりもいたします。 

  また、市民浴場では湯量低下によって臨時休

業を余儀なくされる状況が発生しております。

市民からは、今日は営業しているのか、また休

業か、いつまで休みになるのか分からないとい

った声も聞かれ、利用者にとっても不安定な状

況が続いております。特に高齢者の方々にとっ

ては、市民浴場が日常生活の一部となっている

ケースも多く、休業の影響は決して小さくない

と思っております。 

  そこでお伺いしたいと思います。市民浴場が

臨時休業となった頻度と臨時休業となった場合

の営業再開までの日数は、これまでどの程度要

したのかお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 今年度に入って、４月以降にお

いて市民浴場が臨時休業となった回数は４回ご

ざいました。ただ、４回とも湯量低下に起因し

たものではありませんでしたので、市民浴場施

設内のシャワー用給湯設備の修繕に伴うものが

２回、新寒河江温泉源泉の湯量低下によるもの

が２回となっております。 

  臨時休場後、営業再開までに費やした期間に

ついてですが、給湯設備の修繕によるものが延

べ３日間、新寒河江温泉源泉の湯量低下による

ものが、４月21日から26日までの６日間、４月

29日、30日の２日間の延べ８日間となっており

ます。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  こういった、今の問題で休場になったという

のは、今年度に入ってはないということでござ

いますが、やはり民活エリアへの安定した供給、

また市民浴場の安定した運営をしていくために

は、新たな源泉掘削がマストであり、かつ急務

であると考えます。そこで、新たな源泉掘削ま

での間、幾つかの対応について伺いたいと思い

ます。 

  現在のように湯量が不安定、今は安定ですけ

れども、不安定なときもあるということで、こ

ういう状況で急な休場や、すぐには判断できな

い営業再開が今後も発生する可能性はあるかと

思います。その中で重要になるのは、市民への

情報提供であります。特に市民浴場を日常的に

利用している方々にとっては、営業しているの

か、休業なのかという情報は非常に重要であり、
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迅速かつ分かりやすい周知が求められると考え

られます。また、高齢者などインターネットや

ＳＮＳだけでは情報取得が難しい方への配慮も

必要ではないかと考えます。 

  そこで、源泉の湯量変動に伴う市民浴場の臨

時休場が発生しているが、市民への周知体制に

ついて、今後どのように対応していくのか、お

考えをお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 市民浴場の臨時休場に係る市民

への周知体制につきましては、市ホームページ

及び市公式ＳＮＳを活用し周知しております。

また、市民浴場の建物入り口や駐車場入り口に

臨時休場を示す看板を設置し、来場者へお知ら

せしております。あわせて、お問合せの電話へ

の回答、市民浴場スタッフや市職員が建物入り

口に待機して、来場者に対し休場となったこと

を直接お伝えするといった対応も行っておりま

す。 

  源泉の湯量低下は予測困難であることから、

臨時休場を前もってお知らせできず、チラシに

よる周知というのは困難であります。そのため、

即時性の高いホームページでありますとか、Ｓ

ＮＳによる周知が最も効果的であると考えては

おります。そこで、スマートフォンやパソコン

の操作方法に不安がある方については、電話で

のお問合せに加えまして、市ホームページや市

公式ＳＮＳからの情報収集ができるように、操

作方法、検索方法を周知するようなチラシを配

布するなど、誰でも分かりやすい情報発信に努

めてまいりたいと考えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。やはり

どう考えてもこれぐらいしか周知方法はないの

かなという感じはいたします。 

  高齢者のインターネットやＳＮＳだけでの情

報取得の困難さは感じておりますが、例えばで

すけれども、登録制なんていうことで登録して

いただければ、そこにリアルに情報を発信して

あげられるというような、そういう登録制なん

かも設けてもいいのかなと思います。 

  というのも、やはりこれから質問させていた

だきますけれども、新しい源泉を掘削して実際

再開するまで、かなりの期間を要するかと思い

ます。そういうことを考えれば、今できること、

そういった登録制、そういったものもぜひ検討

していただければなと思います。 

  また、現在の状況は担当課にとっても大きな

負担となっているのではないかと感じておりま

す。湯量が不安定になるたびに源泉確認、営業

判断、各方面への連絡、市民対応、営業再開ま

での都度の確認など多くの業務が発生しており

ます。本来であれば、通常職務や市民サービス

向上に向けるべき時間や労力が緊急対応に追わ

れている状況とも言えるのではないでしょうか。 

  そこで、新寒河江温泉源泉や市民浴場の所管

課における事務負担増加についてどのように認

識され、今後どのように対応されていくお考え

なのかお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 新寒河江温泉源泉や市民浴場の

所管課における事務負担増加に対する認識と今

後の対応について御質問いただきました。また、

源泉の湯量低下や市民浴場の臨時休場など、昨

年10月22日以降、緊急対応に当たった職員の事

務負担に対しまして、御心配いただきまして誠

にありがとうございます。 

  新寒河江温泉の源泉施設管理は財政課施設マ

ネジメント推進室が、そして市民浴場の運営管

理は市民生活課が所管しております。それぞれ

の施設の維持管理運営については、業務委託を

実施しておりまして、現在の湯量は不安定な状

態にあるため、湯量の増減に応じて適宜対応で

きるよう、委託事業者とは連携を密にしながら

対応しているところであります。 

  新たな温泉源泉については、現在、掘削候補
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地調査で掘削有望地があることが分かり、今後

源泉掘削が完了し、くみ上げた温泉水が温浴施

設で使用できるようになるまでの間は、変動す

る揚湯量に応じて源泉の監視や配湯量の調整、

市民浴場の休場対応等を継続して実施していく

必要があります。 

  事務負担増への対応策といたしましては、新

寒河江温泉の源泉管理については、揚湯量、井

戸水位、温度が、日や時間によって変動するこ

とから、データ管理に注視する必要があります。

これらのデータは、源泉施設に出向いて確認し

なくとも、ウェブ上でいつでもどこでも監視す

ることができるようにしておりまして、異常値

が示された場合は、源泉施設管理の委託業者と

連携しながら即時対応しております。 

  また、揚湯量の安定を図るため、揚湯ポンプ

の電圧調整や電源リセットについても、これま

で施設に赴いて手動で実施してまいりましたが、

時間に合わせてタイマーによる操作ができるよ

うにしたことで負担軽減につながっております。 

  一方、市民浴場の維持管理運営については、

市民への周知や問合せへの対応など、担当課で

の業務量が一時的に増加した場合であっても、

課内職員での業務分担割り振りを見直すなど、

特定の事務職員に事務負担が増加することのな

いよう、体制整備に努めてまいりたいと考えて

おります。 

  また、源泉の湯量低下で臨時休業となる場合

等には、市民への周知を迅速に行う必要があり

ますが、スマートフォンを活用することで、場

所を選ばず、市公式ＳＮＳに情報を発信するこ

とができますので、職員の負担軽減につながっ

ております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 どうもありがとうございます。 

  ということで、先ほども申し上げたとおり、

地震が起こるたびに、夜中２時、３時に地震が

起きて、温泉大丈夫かななんて、そういったと

ころもこれから当分続くのかなと思うと、もう

本当に担当課の方々には心からというふうに思

っている次第でございます。 

  ということで、新しい源泉も含めて今後のス

ケジュールについてお伺いしたいと思います。 

  市としては新たな源泉掘削も視野に検討を進

めているとのことでありますが、現時点では市

民に対して具体的な進捗や見通しが十分に示さ

れていない状況であります。不安定な状態が長

期化する可能性もあるからこそ、一定の見通し

を示していく必要があるのではないかと考えま

す。また、新たな源泉確保は市民浴場だけでは

なく、今後の温泉供給全体にも関わる重要な問

題であります。そこで、先ほどもちらっと市長

のほうからも答弁ありましたが、新たな源泉掘

削候補地の調査について、現時点での進捗状況

をお伺いいたします。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 新温泉源泉掘削候補地調査の現

時点での進捗状況に対する御質問でありますが、

当該業務については、今年３月に委託契約を締

結して業務を進めてまいりました。新寒河江温

泉源泉及び現在配湯している温浴施設の設置場

所を考慮しまして調査範囲を設定し、地形・地

質調査、広域及び詳細なガンマ線スペクトル調

査を実施したところ、複数の掘削有望地がある

ことが分かりました。 

  場所の詳細については、これから掘削用地の

確保に向けた交渉等もありますので控えさせて

いただきますが、用地確保や掘削工事に向けた

手続について、関係機関等との調整を進めてい

るところであります。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ということで、兆しが見えてき

たということでありますが、次の質問がちょっ

と大きいのかなと思うのですが、源泉掘削に向

けた今後の手続の流れ、すなわち温泉審議会認

可申請、そして我々の議会議決、あとは入札工
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事等の流れ、それぞれ要する期間についてお伺

いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 源泉掘削に向けた今後の手続の

流れ、スケジュールについての御質問をいただ

きました。 

  このたび、新温泉源泉掘削候補地調査の結果

から、複数の掘削有望地があることが分かりま

した。今後、その中から１か所に絞り込んで掘

削用地を確保し、県への温泉掘削の許可申請、

県環境審議会での審査とすることとなります。

県環境審議会は、年３回、６月と１０月と２月

の開催であると伺っております。審議会開催の

タイミングに合わせて進めてまいります。 

  県環境審議会の審査で掘削工事が許可される

までは、審査から２か月程度要するとされ、掘

削許可後、掘削工事へと進んでまいります。掘

削工事の工期は、現在の新寒河江温泉源泉と同

規模であれば、六、七か月程度かかるものと考

えております。 

  掘削工事が完了しますと、温泉をくみ上げる

ための揚湯ポンプの設置となりますが、ポンプ

の設置においても動力装置の設置のため、先ほ

ど申し上げました県環境審議会での審査という

ものが必要となります。動力装置の設置が許可

されてからポンプの設置、源泉管理施設の整備

が完成したところで、ようやく温泉のくみ上げ、

供給ができるようになります。 

  ただいま申し上げました手続や工程を勘案し

ますと、新たな温泉源泉が各温浴施設で使用で

きるようになる時期については、最短でも２年

後の令和10年12月頃となりますが、できる限り

この頃までには使用できるようにしていきたい

と考えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ということで、いろいろスケジ

ュールを組んでみれば、やはり結局は２年程度

かかるというところ。ただややもすれば、それ

が、今市長から答弁があったとおり、３か月延

びて、半年延びてということも考えられると思

います。そんなところでは、ぜひタイミングを

逃すことなくということで、時には御英断もし

ていただいてということで、ぜひ進めていただ

ければと思っております。 

  これまで申し上げたとおり、今回の問題は単

なる設備トラブルではなく、市民浴場を含めた

市の温泉事業全体に関わる重要な課題であると

考えます。現在、市としても大変難しい対応を

迫られている状況であることは理解しておりま

す。だからこそ、場当たり的な対応ではなく、

今後見通しや方向性を市民へ丁寧に示していく

ことが重要ではないかと思います。とにもかく

にも、一日も早く安定した温泉事業の運営を願

うばかりであります。 

  それでは、関連しまして、次に通告番号17番、

市民浴場の持続可能な運営体制についてお伺い

したいと思います。 

  現在の市民浴場湯るりさがえは、旧施設の老

朽化に伴い、約３年前に移設新築された施設で

あります。その際、市は実施計画から建設工事、

維持管理運営を一括して行う基本設計先行型Ｄ

ＢＯ方式により、地元温泉協同組合、建設会社、

設計事務所による事業グループを契約相手とし

て整備を進め、建設後は維持管理運営業務を行

う指定管理者として地元温泉協同組合を選定い

たしました。 

  しかしながら、開業後、利用者数が想定ほど

伸びず、さらには予想を上回る運営経費の増加

も重なり、結果として２期連続で多額の赤字を

計上する状況となりました。そして、最終的に

は指定管理者側から異例とも言える契約解除の

申入れがなされ、市としてもそれを受けざるを

得ない状況となったわけであります。 

  その際の報告でも、指定管理業者の財務状況

の悪化、さらには団体の解散のおそれがあるこ

となどから、市は指定の取消しを進めたものと
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認識しております。もちろん経営悪化の背景に

は、近年の物価高騰やエネルギー価格高騰など、

事業者努力だけではどうにもならない要素があ

ったと思います。 

  しかし一方で、私は今回本当に問うべきなの

は、この施設は今後も持続可能な形で運営して

いけるのかという点だと考えております。仮に

管理者が替わったとしても、施設の収支構造そ

のものが改善されなければ、同じ問題が繰り返

される可能性があるからであります。 

  それでは、まず初めに今回の指定管理者制度

そのものについてお伺いしたいと思います。本

市のホームページにおきましても、指定管理制

度とは、民間事業者等が公の施設の管理運営を

実施することで、民間経営の発想やノウハウを

取り入れ、施設の効用を最大限に発揮させ、住

民サービスの向上や行政コストの縮減などを図

るものですと説明がなされております。ゆえに、

本施設におきましても、設計、建設、維持管理

運営を一体に担う形でスタートし、民間ノウハ

ウを活用した効率的運営を期待していたものと

思われます。 

  しかし、先ほども申し上げましたが、結果と

して開業から比較的短期間のうちに指定管理者

側から契約解除の申入れがなされる事態となり

ました。これは単なる一事業者の経営問題とし

てだけではなく、市としての事業計画、収支見

通し、指定管理制度の設計そのものについても

検証が必要な状況でないかと考えます。特に当

初の利用者想定や収支計画、さらには18年間と

いう長期契約の妥当性についても改めて検証す

べき点があるのではないでしょうか。 

  そこで、指定管理者制度の見直しを踏まえ、

今後の事業について、市としてどのような検証

を行っているのかお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 議員から御質問のありました事

業計画や当初の利用者数の想定、長期収支計画、

長期契約の妥当性などについてでありますが、

市民浴場湯るりさがえの整備については、令和

２年度に実施した寒河江市新市民浴場整備事業

ＰＦＩ事業導入可能性調査の結果を踏まえ、翌

年度の令和３年度から新市民浴場整備等事業と

して、民間事業者が実施設計から建設工事、維

持管理運営を一括して行う基本設計先行型ＤＢ

Ｏ方式による整備手法を導入することで進めて

まいりました。 

  また、維持管理運営に係る事業期間、指定管

理期間ということになりますが、これについて

は、温浴施設としての維持管理運営の内容が長

期的に大きく変わらないことや、建設後、大規

模修繕が必要となるあたりの時期を考慮しまし

て、18年間としたということであります。 

  プロポーザル方式による事業者選定を実施し

て、優先交渉権者となった事業者グループとの

間で18年間の維持管理運営に係る指定管理料は

ゼロ円とするという同グループからの提案内容

が盛り込まれた基本契約を締結したところであ

ります。 

  市民浴場が令和５年７月に移転開業して多く

の皆様に利用していただきましたが、令和７年

10月17日、開業後２年半において、毎年度の需

要予測に掲げた１日当たりの平均利用者数が

1,000人に達することができなかったことなど

から負債が累積し、経営上の理由により、事業

者グループから、令和８年３月31日をもって維

持管理運営契約を解除したい旨の契約解除申出

書の提出があったところです。 

  このことを受けまして、市では寒河江市新市

民浴場整備等事業基本契約に基づき、同じ条件

で現在の維持管理運営業務を担う後継企業を探

索されるよう通知いたしました。その後、事業

者グループから、後継企業を探索できなかった

旨の回答があったところであります。 

  ところが、突然令和７年10月22日夕方を境に、

源泉の湯量が減少また増減を繰り返すという状
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況となりました。湯量の不安定な状況では、今

後の経営計画を立てることは困難であり、指定

管理者制度による維持管理運営を行うことは難

しいと判断するに至ったところであります。 

  令和７年12月19日に、寒河江市新市民浴場整

備等事業基本契約書第18条に基づき、事業者グ

ループと基本契約を解約合意し、12月23日に寒

河江市公の施設に係る指定管理者の指定手続等

に関する条例第９条に基づき、指定管理者の指

定の取消しを告示いたしました。 

  今後、市民浴場のような収益性が高い施設に

係る指定管理者の選定を行う際には、応募事業

者から提出される事業計画や収支計画について、

これまで以上に慎重な審査を行う必要があると

考えております。そのため、必要に応じて財務

経営に関する専門的知見を有する方から意見を

伺うなど、事業の継続性や収支見通しの妥当性

を客観的に検証し、実現性の低い提案を行う者

が選定されない仕組みをしっかり構築してまい

りたいと考えております。 

  なお、契約の期間につきましては、令和２年

度の際は、毎年の業務内容に大きな変化がない

こと、また施設の大規模改修等も当面必要でな

いことなどを勘案し、18年間と設定したところ

でありますが、基本設計先行型ＤＢＯ方式によ

る場合の設定について、今回の例を踏まえ、改

めて精査する必要があるものと考えます。 

  また、指定管理者による運営事業の検証であ

りますが、指定管理者には年度ごとに事業報告

書の提出を求め、指定管理者評価チェックシー

トを作成の上、指定管理者選定委員会において

事業内容を検証しております。当初提出された

長期収支予算とこれらの実績報告を比較します

と、やはり入場者数の見込みが過大であったこ

と、湯温の調整に要する水道水が想定より多量

に必要となったこと、またこうした中で人件費

が上昇したことが、主に当初計画と実績が大き

く乖離する結果となった要因と捉えております。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ということで、しっかり検証し

ていただいてということで、過ぎたことは戻る

ことはありませんので、逆に今後の運営体制、

そういったところにしっかり目線を向けてほし

いなと思うところで、次の質問です。 

  現在、市民浴場は市が管理主体となり、専門

業者への業務委託という形で運営されておりま

す。しかし、本来であれば、市民浴場のような

施設は、専門性や民間ノウハウを生かした指定

管理制度による運営が望ましい形であるとも考

えられます。 

  一方で、現在は源泉問題も抱えており、新た

な指定管理者を募集するにしても、事業環境と

しては極めて難しい状況にあるとも承知してお

ります。そのような中で、当面この現状が続く

と思われる中、市と業務委託先がどのように連

携し、安定運営を目指していくのかが重要であ

ると考えます。現在の管理者である市は、より

正常な運営に向け、業務委託先とどのように連

携を取っていくのか、お考えをお伺いしたいと

思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 令和８年１月以降は、業務委託

契約を締結し、仕様書に基づいた管理運営を受

託事業者により行っていただいております。 

  令和８年度は、市民浴場管理運営業務につい

て、契約額3,740万円を支払って委託しており

ますが、ほかに光熱水費、清掃業務委託料など

別途お支払いしている分と合わせますと、約

9,300万円。一方で、市使用料収入を約6,300万

円と見込んでおりますので、差引き3,000万円

弱の負担ということで予算上は編成していると

ころであります。源泉の湯量が安定しない中で、

やむを得ず臨時休場せざるを得ない状況などが

経営安定の課題となっております。 

  こうした中で、収益性を保ち、財政負担をで

きるだけ減らしていくためには、いかに利用者
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を逃さず確保していくのかということが重要で

あると考えます。今後、例えば経費削減や利用

者の確保、情報発信の方法などに関するアイデ

アを受託者と話し合って協力して取り組むなど、

連携を進めていければなというふうに考えてお

ります。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ぜひそういった形で進めていた

だければと思いますが、やはり料金設定はちょ

っと考えていただく必要があるのかなと思う次

第であります。 

  市民浴場は、市民福祉や健康増進という公共

的役割を持つ施設である一方、運営には当然コ

ストがかかります。しかし、現在の入場者数で

あったり、いろんな経費、そういったことを勘

案しますと、かなり厳しい収支構造が続くので

はないかと感じます。現在、市民料金が250円、

一般料金350円となっておりますが、市民サー

ビスとして、できるだけ低料金で提供したいと

いう考えは理解はできます。しかしながら、単

に安いことが市民サービスなのではなく、やは

り施設を将来にわたって維持していくことも市

民サービスではないかと感じます。 

  そこで、現行の料金設定は適正であると考え

るのか、また持続可能性の観点から見直しの余

地はないのかをお伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 市民浴場としまして、湯るりさ

がえは市民ファーストの施設、市民のための健

康増進施設の位置づけでありまして、使用料の

料金設定を極力低価格とすることとしておりま

す。市民への福利厚生のための必要な経費と捉

えており、その趣旨からすれば適正な料金設定

であると考えています。しかしながら、議員御

指摘のとおり、このところの物価高騰や人件費

の上昇などは、市民浴場湯るりさがえの運営コ

ストを大きく膨らませており、今後さらに増大

していくおそれがあると考えます。 

  近隣自治体の状況を見ますと、河北町、西川

町、朝日町、大江町の西村山郡内６施設及び天

童市、中山町、山辺町の３施設における公衆浴

場の使用料は300円から400円の範囲で設定され

ております。このうち、中山町の施設は令和７

年10月１日から、そして河北町、山辺町の施設

は令和８年４月１日から、350円から400円に値

上げが行われております。いずれも人件費や光

熱水費の高騰を主な理由としているということ

であります。 

  今後も長らく市民浴場湯るりさがえを御利用

いただけるよう、使用料の見直しを選択肢の一

つとして、周辺施設の動向や物価の高騰などの

状況を注視しながら、その時期も含めて検討し

てまいりたいと考えます。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  ということで、やはり市長の思いすごく伝わ

ります。市民福祉や健康増進という公共的役割、

そういったものを果たしていきたいという思い

も伝わります。 

  ただ一方で、財政負担とのバランスというふ

うに考えると、現実的な議論が必要かとも考え

ます。このまま赤字構造が続いた場合、市の財

政を逼迫させる懸念があると考えますが、今お

答えいただいた部分もありますが、市として今

後どのように認識していくつもりなのかお伺い

したいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 市民浴場の運営に係る費用は、

市民への福利厚生に係る必要な経費と認識して

おりますけれども、先述のとおり、人件費、電

気燃料等の光熱水費、消耗品等については、今

後も上昇傾向が継続すると見込まれ、支出はあ

る程度増加していくものと考えております。 

  一方、収入においては、令和８年度に入って

からも源泉の湯量減少等による臨時休業が延べ

８日間あったことから、収入のマイナス要因と
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なっております。イベント等積極的なＰＲもし

にくいことなどを踏まえますと、短期間に大幅

な利用人数の上昇を見込むというのは難しいも

のと考えます。 

  赤字構造の改善を図るために、使用料の値上

げも選択肢の一つとなるところでありますが、

料金設定と利用者数のバランスを考慮すること

も重要だと考えます。 

  今後も、施設の持続的な運営に必要な収益性

の確保と市民の利用しやすさといった公共性と

のバランスを踏まえた料金設定の在り方につい

て、受託者等の意見も聞きながら検討を続けて

まいります。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 心強い御答弁ありがとうござい

ます。 

  ということで、最後の質問になりますが、今

大分お答えをいただいたところでありますが、

市民浴場はやはり単なる入浴施設ではなく、市

民の健康増進や交流、さらには地域資源として

の役割を持つ重要な施設であると考えておりま

す。だからこそ場当たり的対応ではなく、中長

期的な視点に立った持続可能な運営方針が必要

ではないかと思います。 

  そこで、最後にお伺いします。中長期的な収

支改善に向け、今御答弁いただいたところも踏

まえまして、具体的にどのような方策を考えて

いるのか、お伺いしたいと思います。 

○柏倉信一議長 齋藤市長。 

○齋藤真朗市長 収支改善の方策ということであ

りますが、ただいま申し上げたとおり、使用料

の料金設定の見直しについて検討を進めていく

必要があると考えております。 

  また、源泉湯量が不安定な状況では、今後の

経営計画を立てることが困難なことから、現在

は管理運営業務を委託しておりますが、源泉湯

量の安定供給が見込まれるようになれば、民間

のノウハウを生かした市内外でのＰＲ活動、誘

客イベントを積極的に実施でき、利用者数の増

加につなげることが期待できますので、指定管

理者制度に移行することが望ましいと考えてお

ります。 

  市民の福利厚生の目的でありますので、赤字

経営も覚悟して運営していかなければならない

とは考えますが、持続的な運営を確保するため

には、可能な限り収益を確保できるよう努めて

まいりたいと考えます。 

  今後とも入場者数の確保、さらには増加を目

指して、入浴施設の魅力向上や設備充実の取組

など経営努力を図りつつ、利用者の満足度向上

に引き続き取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

○柏倉信一議長 児玉議員。 

○児玉 崇議員 ありがとうございます。 

  ということで、当面というか、現在は市が管

理主体となって業務委託という形で運営されて

おりますが、本来、市民浴場のような施設は専

門性や民間ノウハウを生かした指定管理制度に

よる運営が基本であると、やはり私も思います。 

  しかし、現状では源泉問題という不安定要素

もあり、新たな指定管理者を公募すること自体

が難しい状況にもあると思われます。だからこ

そ今必要なのは、一方では新たな源泉確保によ

る安定供給体制の整備、そしてもう一方では持

続可能な運営モデルの再構築、この両輪を同時

に進めていくことが重要であると考えます。 

  この質問が、市民の安心と今後の市の温泉事

業の安定した継続、ひいては持続可能な施設運

営につながることを期待し、私の一般質問を終

わります。ありがとうございました。 

 

荒木春吉議員の質問 

 

○柏倉信一議長 通告番号18番について、15番荒

木春吉議員。 

○荒木春吉議員 今日最後の一般質問を、壮風会
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の一員として行います。佐藤教育長の御答弁を

どうかよろしくお願いします。 

  ６月といえば、本市でさくらんぼ収穫の最盛

期であり、またサッカーワールドカップの月間

でもあります。農家の皆さんには、昨年と一昨

年もあまり芳しくなかった仕返しをしていただ

きたいものです。 

  通告18番、教育問題、（１）本市児童生徒の

体力・運動能力の状況について伺います。 

  読売新聞の「なるほど！18歳成人 子どもの

体力」は「コロナ禍前と比べ低下、外での運動

制限や遊び場減少……小学校で走る取組も」だ

った。また、記事内文言では以下の内容が記さ

れていた。全国の小学５年と中学２年の計182

万人を対象にスポーツ庁が実施した2025年の全

国体力・運動能力、運動習慣等調査（全国体力

テスト）によれば、体育授業を除いた１週間の

平均運動時間は、小学男子で522.7分、女子で

365.2分と、いずれも2019年と比べて約30分減

っていたと述べています。 

  そこで、本市内児童生徒の体力・運動能力の

現況について伺います。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 ただいま荒木議員からあり

ましたように、毎年、全国の小学５年生と中学

２年生を対象にした全国体力・運動能力、運動

習慣等調査が行われておりまして、昨年度の調

査結果は12月にスポーツ庁から公表されました。 

  この調査では、小学校では握力、上体起こし、

長座体前屈、これは腰を下ろして足を伸ばした

段階でどれくらい前に曲げられるかというのを

測るものですけれども、そのほかに反復横跳び、

20メートルシャトルラン、50メートル走、立ち

幅跳び、ソフトボール投げの８種目を、中学校

では同じように握力、上体起こし、長座体前屈、

反復横跳び、持久走、20メートルシャトルラン、

50メートル走、立ち幅跳び、ハンドボール投げ

の９種目を実施しています。そして、種目ごと

10点満点の得点に換算して、体力・運動能力を

総合的に判断しています。 

  令和７年度の寒河江市の状況を見ますと、小

学校では、男子が50メートル走を除いた７種目

で、女子は８種目全てで全国の平均を上回る結

果となっています。 

  中学校では、９種目中、男子が、握力、長座

体前屈、20メートルシャトルラン、立ち幅跳び

の４種目で全国平均を上回ったものの、上体起

こし、反復横跳び、持久走、50メートル走、ハ

ンドボール投げの５種目で全国平均を下回り、

全体としては全国平均と同程度の結果でした。 

  一方、女子では、握力、持久走、20メートル

シャトルランの３種目で全国平均を上回ったも

のの、ほかの６種目で全国平均を下回り、全体

としても全国平均を下回る結果となっています。 

  また、全ての種目を実施した際の合計点を基

に、ＡからＥの５段階で判定する総合評価につ

きましては、Ｃ評価以上の児童生徒の割合が小

学校男子で約80％、小学校女子で約90％、中学

校男子と女子が約70％となっています。全国平

均と比べると、中学校女子以外では全国を上回

る結果となっております。 

  このような結果を受けまして、寒河江市では

中学校、特に女子の体力・運動能力の向上が課

題であると捉えているところです。 

  体育の授業を除いた１週間の平均運動時間を

見ますと、本市の小学校の男子と女子では、全

国と同様にコロナ禍前の令和元年度と比べて約

30分減っている状況でした。また、中学校では、

全国的に見られる日常的に運動している生徒と

体育の授業以外ではほとんど運動していない生

徒のいわゆる二極化が本市でも見られまして、

特に中学校の女子でその傾向が顕著なものとな

っております。 

  このような状況を踏まえ、児童生徒の体力・

運動能力の向上のためには、学校における体育

の授業を一層充実させていくことが必要である
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と考えております。 

  健やかな体を育むことは、生涯にわたる健康

の基礎となり、活動的な生活を送るために不可

欠なものです。第三次寒河江市教育振興計画に

おいても、健やかな体を育む取組の推進のため

の具体的施策としまして、学校体育指導の充実

を挙げているところですが、運動の目当てを明

確にし、児童生徒が主体的に取り組む授業、運

動の価値や楽しさが実感できる授業、適切な運

動量を確保した授業などを各学校で推進し、学

校体育指導の充実に努めていきたいと思ってお

ります。 

  また、各学校で体力・運動能力テストの結果

を分析し、その結果に基づいて課題に応じた運

動能力の向上を目指す１学校１取組というのを

実施しております。例えば50メートル走の結果

がよくなかった学校では、体育の授業の準備運

動に毎時間ダッシュする活動を取り入れたりし

ています。こうした対策を引き続き推進し、さ

らなる体力・運動能力の向上を目指してまいり

たいと思います。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 次に、（２）の本市内特別支援

学級の整備状況について伺います。 

  毎日新聞ニュースクリップによると、2025年

10月時点の文科省通達で、特別支援学校3,192

教室不足が判明したとの由。また、2025年の特

別支援校に通う幼稚部から高等部の児童生徒数

は前年比3,742人増の15万5,172人とも言及して

います。また、全国には2030年まで使用予定が

ない教室が７万あるとも指摘しています。 

  そこで、本市内特別支援学級の整備状況につ

いて伺います。 

○柏倉信一議長 佐藤教育長。 

○佐藤志津男教育長 近年、全国的に特別支援学

級在籍の児童生徒が増えています。文部科学省

の資料によれば、特別支援学級に在籍する児童

生徒数は、過去20年で4.3倍になっています。 

  その理由の一つに、特別支援教育の認識と理

解が進んで、その有効性が社会的に知られるよ

うになってきたことが挙げられます。一人一人

の特性に応じた指導や支援を求める保護者の

方々も増えておりまして、特に知的障がい学級、

自閉症・情緒障がい学級で在籍児童生徒数が増

加傾向にあります。 

  現在、寒河江市内において特別支援学級に在

籍している児童生徒数は、小学生が105名、中

学生が35名です。学級数では、知的障がい学級、

自閉症・情緒障がい学級、病弱・身体虚弱学級、

肢体不自由学級を含め、小学校が28学級、中学

校が９学級となっています。５年前の令和３年

度と比べますと、小学生で41名、中学生で９名

増えております。 

  特別支援学級の教室の整備に関しましては、

市内においてはどの小中学校でも特別支援学級

に在籍する児童生徒が学習したり、生活したり

するための教室が十分に確保されておりまして、

学習環境が整備されております。また、特別支

援学級を受け持つ教員も適正に配置されており

ます。 

  県費負担の特別支援学級担任や加配教員に加

え、本市独自で会計年度職員として任用してい

る特別教育支援員を、在籍児童生徒が４名以上

の特別支援学級に１名配置し、特別支援教育の

充実を図っております。 

  今年度は特別教育支援員を昨年度の19名から

23名に増員し、学級担任と複数体制で子供たち

の支援に当たっていただいております。 

  今後も寒河江市では、特別な支援が必要な児

童生徒一人一人の教育的ニーズを踏まえ、どの

子も社会的自立に向けた成長ができるよう、き

め細かな指導、支援を行ってまいりたいと考え

ております。 

○柏倉信一議長 荒木議員。 

○荒木春吉議員 ほかの議員から言われたのです

が、私にだけ何か丁寧な答弁していると言われ
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たので、どうもありがとうございます。 

  多分、特別支援も体力向上も共通するところ

は私あると思っているのですが、何がいいかと

いうと、農業新聞で紹介されていた三泉地区で

のどろんこラグビーですね、あれがいいなと私

はいつも思っているのです。 

  今のお子さんというか、児童生徒に何が足り

ないかというと、冷暖房完備のところでみんな

遊んでいて、外遊びをしないということが一番

なのかなと私は思っています。便利な世の中に

なって、自然の中で遊ぶということが足りない

というか、そういう感じが私はしています。 

  私が質問してからは、いろんなところを見て

いたら、外遊びと食事の仕方ですね。うまいも

のから人間は食うのでしょうが、野菜から取る

と体にいいと書いてあった。 

  もう一つは、睡眠ですね。日本は資源小国の

くせに、夜が非常に明るいというか、寝るとき

まで電気をつけて寝ている児童生徒がいるとい

うことを私聞きましたので、外遊びと食事の仕

方、そして睡眠ですね、この３つをきちんと人

間本来の形に戻すことが一番大事なのかなと思

っています。 

  便利過ぎて、今脳みそが一番多いときより

100グラム減っているのですよね。機器に囲ま

れてのうのうとした生活を送られることが、果

たして人間にいいことなのかどうかと私は思っ

ています。 

  ぜひ子供たちには、今公園を見ても、公園は

いっぱいあるけれども、遊ぶ子供たちの姿が全

然見えないというのはすごく残念だなと思って

います。前も言いましたが、中部小学校では雨

の日に泥んこで帰ると学校に文句が来るという

のを紹介しました。私がいつも言っているのは、

雨の日は泥んこで帰るのが当たり前というか、

それが子供が一番活発な証拠だと思って、本当

は感謝すべきことなのでしょうが、なぜか、洗

濯機で洗濯することになったのに加えて、汚れ

て帰ってくると怒られるというか、学校に文句

が来る。とんでもない話だと私は思っているの

ですが、泥んこ遊びするのが子供を丈夫にする

第一なのかと私は思っています。 

  話がころっと変わって、特別支援教育が前よ

りもすごく充実するというのは、昔はそんな子

供がいるのが当たり前だったり、そんな気にも

しなかったのですが、医学が発達したおかげで、

いろんな、ちょっと変わった子が発見されて、

特別な対応を要するようになった。果たしてそ

れがいいことなのかどうか私分かりませんが、

きめ細かい対応をしているということは確かに

世の中進歩した証拠なのでしょうが、あまりに

もきめ細かな対応が、果たしていいことなのか

どうかという気がします。 

  体力向上も学校の授業だけで完結するという

か、万全な体制を取るというのはすごく大変な

ことだと思いますし、特別支援教育だって、専

門教育を受けた人が全部当たっているとも限ら

ないので、そこら辺は難しいことなのかなと私

は思っていますが、ぜひ先生方には頑張ってい

ただきたいなと思っています。 

  今回は何か厳選された、削られまくっての質

問になりましたので誠に申し訳なかったのです

けれども、今日は本当にありがとうございまし

た。 

  質問を終わります。 

 

   散    会    午後２時０２分 

 

○柏倉信一議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 
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